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　組織機構

平成２１年　４月　１日現在　

商工労働総室 《地方振興局－企画商工部－地域づくり・商工労政課》

（県北・県中・県南・会津・南会津・相双・いわき）

商工総務課

計量検定所 指導課

検定・検査課

商工労働部 団体支援課 テクノアカデミー郡山 総務学生課

教務課

職業能力開発短期大学校

金融課

精密機械工学科

組込技術工学科

雇用労政課 職業能力開発校

会津高等技術専門校 教務課

能力開発課

浜高等技術専門校 教務課

能力開発課

産業振興総室

ハイテクプラザ 企画連携部

企画管理科

企業立地課 産学連携科

技術開発部

工業材料科

産業創出課 生産・加工科

プロジェクト研究科

商業まちづくり課 福島技術支援センター

繊維・材料科

産業人材育成課 会津若松技術支援センター

醸造・食品科

産業工芸科

観光交流局 いわき技術支援センター

機械・材料科

観光交流課

空港交流課

県産品振興戦略課
1





3

３ 当初予算の概要

（１） 一般会計及び特別会計 （単位：千円 ％）

平成２１年度 平成２０年度 前年増減率
会 計 別 総 室 名

(A)－(B)／(B)予算額 (A) 構成比 予算額 (B) 構成比

一般会計 商 工 労 働 総 室 68,836,603 91.3 49,835,493 87.5 38.1

産 業 振 興 総 室 5,396,437 7.1 6,099,239 10.7 △11.5

観 光 交 流 局 1,196,097 1.6 1,019,229 1.8 17.4

合 計 75,429,137 100.0 56,953,961 100.0 32.4

（＊を除く） 50,094,137 － 50,983,906 － －

特別会計 商 工 労 働 総 室 ・

産 業 振 興 総 室 1,176,449 － 2,777,228 － △57.6

＊ふるさと雇用再生特別基金事業、緊急雇用創出基金事業、ふくしま型農商工連携推進事業、ふくしま
産業応援ﾌｧﾝﾄﾞ設置事業、特別会計繰出金、中小企業制度資金貸付金増額分、子育て支援企業資金

（２） 一般会計款別当初予算 （単位：千円 ％）

平成２１年度予算額 平成２０年度予算額 増 減 額 率

(A)－(B)／(B)予算額 (A) 構成比 予算額 (B) 構成比 増減額(A)‐(B) 比

商 工 労 働 部 75,429,137 100.0 56,953,961 100.0 18,475,176 32.4

総 務 費 1,562,326 2.1 1,013,936 1.8 548,390 54.1

労 働 費 5,598,745 7.4 1,831,198 3.2 3,767,547 205.7

農林水産業費 4,021 0.1 7,101 0.1 △3,080 △43.4

商 工 費 67,650,090 89.6 53,439,115 93.7 14,210,975 26.6

諸 支 出 金 613,955 0.8 662,611 1.2 △48,656 △7.3

県 予 算 額 875,448,064 － 840,718,907 － 34,729,157 4.1

対県予算額構成比 8.6 － 6.8 － － －

（３） 一般会計性質別当初予算 （単位：千円 ％）

予 算 額 構成比

人 件 費 2,667,075 3.5

物 件 費 3,353,922 4.5

補 助 費 等 7,012,935 9.3

投 資 的 経 費 1,015,982 1.3

出 資 金 ・ 貸 付 金 ・ 積 立 金 等 61,379,223 81.4

合 計 75,429,137 100.0





     

２ 福 島 県 緊 急 経 済 ・ 雇 用 対 策 プ ロ グ ラ ム 

平成２１年３月２５日 

福 島 県 

１．趣 旨 

昨年９月のアメリカ発の金融不安に端を発した世界的規模の経済危機により、本県にお

いても、経済・雇用情勢を始め、県民生活に深刻な影響を及ぼし、いまだ出口の見えない、

極めて厳しい状況にある。 

  こうした中、県は、全部局を挙げ、また、国や市町村、関係団体等と緊密に連携しな

がら、緊急的な対策を、機動的かつ着実に実施するとともに、中長期的な観点から、新

たな地域産業の創出などの対策を、積極的に推進していく必要がある。 

  そのため、このプログラムにより、福島県として及び県が国、市町村と連携して、緊

急に実施する経済及び雇用対策の全体像を明らかにする。 

 

２．プログラムの期間 

  プログラムの期間は、平成２１年３月から３年間とし、福島県緊急経済・雇用対策本

部が必要と認めるときは期間を延長又は短縮する。 

 

３．プログラムの推進、進行管理 

  福島県緊急経済・雇用対策本部の下、全庁一丸となってプログラムを推進する。 

さらに、厳しい経済・雇用情勢を踏まえ、国、市町村、関係団体等との情報交換等の

場を設けるとともに、商工業地域経済対策連絡会議により、関係団体の実務者とのより

一層の連携を図る。 

また、緊急経済・雇用対策プロジェクトチームを通じ、県本庁及び出先機関との連携

を確保する。 

さらに、各生活圏においても、地方振興局を中心に、各関係団体等との連携体制を構

築していく。 

今後は、プログラムの進行管理を行うとともに、必要に応じ見直しを行う。 

 

４．緊急経済・雇用対策プログラム 

【緊急経済対策】 

◎ 経営安定特別プログラム 

本プログラムは、経済情勢の急激な悪化に影響を受ける県内中小企業等について、

当面の経営安定を図るためのものとする。 

１ 制度資金の充実 

  経済情勢の悪化により資金繰りに苦しむ県内中小企業の経営安定を図るため、低

金利、低保証料、信用保証協会 100%保証の経営安定特別資金を活用するとともに、

県信用保証協会や各金融機関との連携を図りながら、県制度資金の利用促進を図る。

また、年末や年度末等、制度資金への相談の増加が見込まれる時期には、休日等の

相談窓口の開設を検討する。 
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２ 経営課題の総合相談 

  経済情勢が県内中小企業の経営に甚大な影響を及ぼしていることから、中小企業

支援の全県拠点としてコラッセふくしま内に設置した「経営支援プラザ」において、

中小企業者等の経営課題の解決に向けた総合的支援を行うとともに、商工会議所や

商工会などと連携しながら、県内中小企業の経営基盤強化等を図る。 

３ 下請企業の受注適正化 

  景気悪化により最も影響を受ける下請企業が、不利益を被らないよう、「下請けか

け込み寺」等の窓口相談を通じ、下請取引に係る苦情紛争等の処理適正化を図る。 

４ 県民の安全・安心と経済活性化のための公共事業 

県民の安全・安心の確保と地域経済の活性化のため、道路等、生活に密着した生

活基盤対策等の事業や道路整備などを、経済・雇用対策として実施する。 

５ 中小企業の官公需受注促進 

急激な経済減速の中、中小企業の受注を下支えするため、地元中小企業者の受注

機会の増大について各発注者に協力を依頼するとともに、地産地消の観点から県産

品の利用推進を図る。 

６ 農林水産業の経営強化 

   農林水産業の持続的な発展を図るため、園芸産地の活性化や水田農業の抜本的な

改革等を推進するための施設・機械の導入、稲ＷＣＳ及び飼料用米生産体系への移

行、低コスト・省資源型生産システムへの構造転換を図る取り組みなどに対する支

援を行い、農林水産業の経営強化を図る。 

 

◎ 新地域産業創出プログラム 

本プログラムは、中長期的に本県経済の活性化を図るため、本県の将来を支える

産業・事業の創出を図るものとする。 

１ 新しい産業の育成 

  中長期的に、本県の将来を支え、地域経済の力強い発展につながる新しい産業を

展望していくとともに、製造業集積や地域資源を活用しながら経営革新や技術力の

強化を支援し、県内中小企業の経営力の強化等を図るほか、「ふくしま」型農商工連

携の推進による地域産業の高付加価値化、地域経済の活性化を図る。 

２ 新事業創出等の促進 

 新分野への進出により経営基盤の強化を目指す県内建設業者の取組みや自らの強

みを活かしながら農業への意欲的な参入を行う企業に対して支援するとともに、新

たな成長分野における新事業の創出を図るため、起業を目指す方々へのきめ細やか

な支援や、高度な技術を有する人材の育成等を図っていく。 
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【緊急雇用対策】 

◎ セーフティネット強化プログラム 

本プログラムは、雇用情勢の急激な悪化を踏まえ、離職者や障がい者等が円滑に

求職活動ができるよう支援し、県民の生活基盤に対する安心を確保するためのもの

とする。 

１ 相談・情報提供機能の強化 

急激に増加する求職者等に対し、福島求職者総合支援センター等による生活相

談・情報提供や、福島地域共同就職支援センターによる就労相談等の機能強化を図

る。 

２ 離職者等への制度資金の充実 

  雇用情勢の悪化を踏まえ、離職者等への融資を行う生活福祉資金制度の円滑な運

営を支援するとともに、県内の労働者に対する緊急的な資金供給支援のための融資

を行い、離職者等の求職活動期間中の生活安定を図る。 

３ 離職者等への多様な職業訓練の実施 

離職者等の早期就職を支援するため、公共職業安定所から受講あっせんを受けた

離職者等求職者に対し、多様な職業訓練を実施する。 

４ 離職者等への住宅の提供 

非正規雇用者等が離職と同時に住居まで失う状況にあることから、雇用促進住宅

や市町村営住宅を管理する国や市町村と連携しながら、県営住宅を離職退去者に提

供する。 

 

◎ 緊急雇用創出プログラム 

本プログラムは、離職者等が急激に増加する中、求職者に対する当面の雇用の場

を自治体が緊急的に確保するものとする。 

１ 離職者等に対する緊急雇用創出 

 急速に増加する解雇・雇い止めされた非正規労働者、中高年齢者等に対し、一時

的な雇用・就業機会の創出を図るため、民間企業等への委託、市町村への補助事業

や県の直接雇用を行い、雇用情勢の改善に努める。 

２ 農林業における緊急雇用創出 

緊急的な雇用の受け皿として、就業希望者に対し、雇用的形態による研修を実施

することにより、新たな担い手の育成・確保を図るとともに、雇用・就業機会の創

出を図る。 

 

◎ 安定雇用創出・確保プログラム 

本プログラムは、中長期的に安定した雇用の場を県内に確保し、人材の県外流出

を防止していくためのものとする。 

１ 安定雇用の創出 

  地域に根ざした持続的で安定的な雇用の創出を図るため、民間企業等への委託、

市町村への補助等を通じ、県及び市町村の創意工夫に基づく事業を実施する。 
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２ 産業人材の確保 

県内外から、将来性のある優秀な人材を本県に誘導するため、職業紹介や就職相

談等の充実強化による支援を行うほか、企業説明会の開催や県内企業の見学ツアー

等を通じ、県内企業における産業人材の確保を支援する。 

３ 新卒者等の就職促進 

（１）新卒者への雇用対策 

 県内新卒者の未内定者を解消するため、合同就職面接会や就職ガイダンス等の開

催を通じ、県内企業への新卒者の就職促進を図るほか、早期離職を防止し、職場定

着を促進する。 

 また、新規高卒者の雇用の確保を図るため、生徒への就職相談、指導、企業の求

人開拓や就職情報の収集などを行う就職促進支援員を高校へ配置する。 

（２）障がい者、母子家庭への雇用対策等 

雇用情勢の悪化により最も影響を受ける障がい者や母子家庭等の就職困難者の

就職を促進するため、障がい者の就業体験事業を実施していくとともに、母子家

庭等就業・自立支援センターにおける求人開拓機能の強化により、母子家庭の自

立を支援する。 

（３）中高年齢者への雇用対策 

   再就職が一層困難となっている中高年齢者等の就職を促進するため、職業訓練

の受入可能な事業所を開拓し、訓練終了後は当該事業所に雇用させるよう誘導し

ていく。 

（４）若年者等への雇用対策 

   雇用情勢が悪化する中、ますます就職が厳しくなる、現在県内に約９千人と推

計されるニートに対し、その自立支援活動を行う民間団体を支援するほか、地域

が連携してニートの自立支援に取り組むためのネットワークを構築する。 

４ 福祉・介護人材の確保 

  担い手不足の状況が続いている福祉・介護サービス分野に対する県民の理解を深

めるとともに、新たな人材の参入促進や潜在的有資格者の再就業を支援し、当分野

への新たな人材の確保を図る。 

５ 農林水産業への就業者等の育成・確保 

担い手の高齢化が進んでいる農林水産業について、新規就農者を計画的に育成・

確保していくとともに、就業希望者への研修、資金等の支援を通じ、新たな担い手

の育成・確保を図る。 

 

５．平成 21 年度プログラム事業の規模 

（１）緊急経済・雇用対策プログラム事業の予算額合計で 28,025,084 千円規模の事業実施

を目指す。 

（２）緊急雇用創出事業等により、3,344 人規模の新規雇用創出を目指す。 

（３）職業訓練事業、職場実習事業等により、1,210 人規模の新規能力開発を目指す。 





















３ 平成２１年度 商工労働部の事業概要 

（１）基本方針 

極めて厳しい状況にある経済、雇用情勢をふまえ、中小企業の経営安定対策及び雇

用対策に必要な事業を織り込むとともに、本県商工労働行政の指針である「福島県商

工業振興基本計画 うつくしま産業プラン２１」の重点施策「強みを発揮するための

施策群（４つの柱と１０の戦略）」による施策の重点化を図り、特に、地域資源を生

かした力強い産業の育成と多様な交流の促進、それを支える人材の育成・確保を重視

し、本県経済の持続的発展に向けた基盤づくりとその強化のための施策に積極的に取

り組む。 

 

【重点施策「強みを発揮するための施策群（4 つの柱と１０の戦略）」】 

 

柱Ⅰ ふくしまの「強み」と「やる気」を伸ばし、産業に力強さをもたらすために 

Ⅰ－１ ふくしま型産業群形成戦略 

Ⅰ－２ 売れるものづくり・ふくしま産品ブランド化推進戦略  

Ⅰ－３ 技術力強化・知的財産戦略 

Ⅰ－４ がんばる中小企業・挑戦するベンチャー支援戦略  

Ⅰ－５ 企業立地促進戦略 

柱Ⅱ ふくしまの「良さ」を生かした多様な交流を促進し、新たな発展をもたらすために

   Ⅱ－１ ふくしま観光誘客増大戦略  

   Ⅱ－２ 東アジア経済交流促進戦略 

柱Ⅲ 中心市街地の活性化、商業振興を図り、誰もが暮らしやすいまちづくりのために  

   Ⅲ   賑わいふくしま、まちづくり応援戦略 

柱Ⅳ ふくしまの産業を支える人づくりや就業支援を進め、誰もが働く喜びを実感できる

ために   

   Ⅳ－１ 若年者等への就業支援戦略 

Ⅳ－２ ものづくりリーダー養成戦略 
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【凡例】 

新規：21 年度重点新規事業 

一新：20 年度重点事業内容を見直し一部新規内容を付加
（２）重点事項と主な対応事業 

柱Ⅰ ふくしまの「強み」と「やる気」を伸ばし、産業に力強さをもたらすために 

 

Ⅰ－１ ふくしま型産業群形成戦略  

 

◇（新規）産業政策推進事業 1,011 千円 

厳しい経済・雇用情勢にある中、農林水産業や地場産業等の地域産業を含め、本県経済全

体を将来にわたって魅力あるものとし、地域経済の力強い発展につなげていくため、本県産

業政策の積極的な推進を図る。 

 

◇ふくしま次世代医療産業集積プロジェクト発展型 35,241 千円 

平成１７年度から平成２０年度にかけて実施した「うつくしま次世代医療産業集積プロジ

ェクト」における共同研究成果等の事業化・製品化を支援するとともに、全国の医療機器メ

ーカーを対象とした県内企業の販路・取引拡大を支援する。 

 

◇ふくしま産学官連携推進事業 2,063 千円 

環境、ＩＴ、食品、新製造技術分野産業の集積を促進するため、福島県産学官連携推進会議

を運営するとともに、地域内における連携推進、大学の先端シーズとのマッチングによる新技

術・新製品開発を図るため、地域内企業、大学等とのマッチングフェアを同時開催する。 

 

◇輸送用機械関連企業集積促進事業 5,718 千円  

輸送用機械関連産業の集積を促進するため、知事によるトップセールスの展開、産学官の連

携による協議会の運営、展示商談会やセミナーの開催等を行う。 

 

◇輸送用機械関連産業連携事業 2,361 千円  

輸送用機械関連産業の振興を図るため、「とうほく自動車産業集積連携会議」に参画し、企業

間の交流・取引拡大を図る。 

 

◇半導体関連産業集積事業 7,416 千円  

半導体関連産業の集積を促進するため、産学官の連携による協議会の運営、半導体関連産業

コーディネーターの設置等を行う。 

 

Ⅰ－２ 売れるものづくり・ふくしま産品ブランド化推進戦略  

 

◇県産品販路開拓戦略事業 23,361 千円 

 一大消費地である首都圏、さらには急速に成長する東アジア市場における県産品の販路開

拓・拡大を図るため、流通事業者等への個別商談や海外での商談会の開催等を支援するととも
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に、多店舗展開するレストランでのフェア等を実施する。 

 

◇ブランド化戦略事業  1,927 千円 

  県産品のブランド化を図るため、福島県ブランド認証制度委員会において、「福島県ブランド」

として認証する産品の認証基準の策定や審査・選定等を行う。 

 

◇県産品プロモーション事業  2,820 千円 

  ふくしま産品の中から厳選したブランド認証産品の知名度、ブランド力を高めるため、雑誌

の特集記事等によるブランドマークやブランド認証産品の紹介、売り込みなど、各種メディア

を活用したプロモーションを行う。 

 

◇首都圏アンテナショップ事業 19,189 千円 

 首都圏の大型量販店内に開設した「ふくしま市場」において、本県の優れた産品を積極的に

販売促進するとともに、県産品情報の発信、消費者ニーズの把握、各種プロモーションの開催

等を行う。 

 

◇ものづくり推進事業 3,428 千円 

 優れた機能にうつくしいデザインを併せ持つ「うつくしいものづくり」の理念に基づく製品

開発を促進し、売れるものづくりの推進を図るとともに、「技能五輪全国大会」への参加支援な

どにより、技術・技能の継承、発展を図る。 

 

 Ⅰ－３ 技術力強化・知的財産戦略 

 

◇（新規）知的財産「ふくしま宝の山」事業 2,255 千円 

 本県の中小企業が保有する技術の利用促進と競争力のある独自商品の開発促進に向け、知的

財産の総合支援機関を設置するとともに、県内の知的財産に関する機関の連携によるプラット

フォームを活用し、県内産業基盤の強化を図る。 

 

◇産業廃棄物抑制及び再利用技術開発支援事業 20,144 千円 

 環境保全、省資源の観点から、廃棄物を抑制し、再利用を進めるため、この分野にかかる県

内製造業者等の技術開発を支援することにより、新事業への進出を促進する。〔産業廃棄物税

充当事業〕 

 

◇戦略的ものづくり技術移転推進事業 2,826 千円 

 本県のものづくり基盤の強化を図るため、ハイテクプラザが大学、試験研究機関、企業等と

連携し、ものづくりに関する研究開発や研究成果の移転に一体的に取り組む。 

 

◇地域活性化共同研究開発事業 5,033 千円 
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  県内中小企業が共通に直面している技術課題に対して、ハイテクプラザを中核に企業と共同

で研究開発を行うものであり、広くその研究成果を県内企業に移転し、新技術や新製品の開発

を促進する。 

  

◇ハイテクプラザ研究開発事業 2,052 千円 

 本県の技術基盤の強化・拡充を図るため、ハイテクプラザが県内企業からの技術的支援要請

に基づく先導的技術開発、独自技術の開発等に取り組む。 

 

Ⅰ－４ がんばる中小企業・挑戦するベンチャー支援戦略  

 

◇（新規）ふくしま型農商工連携推進事業 2,010,000 千円 

 本県の農林水産業の強みと商工業の強みを生かしたふくしま型農商工連携を推進し、地域産

業の高付加価値化を図る。 

 

◇（新規）ふくしまチャレンジャー支援事業  2,914 千円 

 「起業家アカデミー」や「ドリームサポーター会議」を開催し、起業を目指す方々へのきめ

細かい支援を行うとともに、高度なＩＴ技術を有する人材の育成と本県発の新製品の販路開拓

を支援する。 

 

◇緊急経済対策資金（経営安定特別資金） 20,000,000 千円（新規融資枠 60,000,000 千円） 

 急速な景気悪化で厳しい資金繰りに直面している県内中小企業者を金融面から支援するた

め、低金利、低保証料、信用保証協会全額保証の有利な資金を提供する。 

 

◇ふくしまの産業強化資金 2,500,000 千円（新規融資枠 5,000,000 千円） 

 地場産業や観光業などの地域に根ざした中小企業、経営革新等を行う中小企業、子育て支援

に取り組む中小企業に対し、安定した資金を提供する。 

 

◇経営支援プラザ等運営事業 87,318 千円 

 中小企業支援の全県拠点としてコラッセふくしま内に設置した「経営支援プラザ」において、

中小企業者等の経営課題の解決に向けた総合的支援を行い、県内中小企業の経営基盤強化等を

図る。 

 

◇中小企業経営資源強化対策推進事業（下請窓口相談事業） 131 千円 

 下請取引に係る苦情紛争等（発注者受注者間に発生する諸問題）を処理し、適正化を図る。 

 

 

Ⅰ－５ 企業立地促進戦略  
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◇戦略的企業誘致補助金 630,000 千円 

 輸送用機械関連産業、半導体関連産業、医療福祉機器関連産業等の集積を促進するため、企

業が立地する際の初期投資の一部を補助する。なお、過疎地域等における誘致を強化するため、

要件の緩和及び補助率の嵩上げを行う（地域活性化枠）。 

  

◇戦略的地域産業高度化事業 2,468 千円 

 立地企業や地場企業の問題の解決や意見交換・情報交換を図るため、地域の実情に応じた地

域産業高度化会議を開催し、産産連携や産学官連携を推進して、立地企業と地場企業の取引

拡大や技術の高度化等を図る。 

 

◇企業誘致活動・広報強化事業 16,118 千円 

 本県の優れた立地環境を的確にアピールするため、雑誌・新聞等への広告掲載やパンフレッ

トの制作などにより企業のニーズに適応した効果的な広報活動を行う。 

 

柱Ⅱ ふくしまの｢良さ｣を生かした多様な交流を促進し、新たな発展をもたらすために 

 

 Ⅱ－１ ふくしま観光誘客増大戦略  

 

◇（新規）ふくしま観光海外ブランド力強化事業 16,141 千円 

 観光による地域経済の振興及び交流人口の拡大を図るため、福島空港を有効活用しながら、

海外向け本県ＰＲの強化や本県が競争力を持つ分野における観光ブランド力の向上・強化に取

り組み、本県への海外誘客を促進する。 

 

◇（一新）観光プロモーション全国展開ステップアップ事業 21,510 千円 

県、市町村、民間で構成される「うつくしま観光プロモーション事業」への負担金を拠出し、

官民一体となって、広報宣伝、旅行会社へのセールス活動等を実施するとともに、大河ドラマ

「天地人」の放映の好機を活用し、本県観光を情報発信し、誘客を促進する。 

 

◇ふくしまアクティブツーリズム総合戦略事業 10,048 千円 

 テーマ性のある旅を体験できる着地型観光資源への支援、ＰＲ活動を展開し、本県観光のブ

ランド力強化、滞在型観光の推進と宿泊者数増加を図る。 

 

◇ふくしま型「旅育（たびいく）」推進事業 6,479 千円 

 教育旅行での体験活動による地域との交流や体験などを通じ、子供たちに旅の意義を実感し

てもらうとともに、本県への愛着を醸成し、教育旅行の増加、将来のリピーター確保に繋げる。 

 

◇国際教育旅行等誘致強化事業 5,633 千円 

 韓国、中国、台湾等の東アジア地域から教育旅行誘致を促進するため、教育関係者等を招へ
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いし、意見交換会等を行う。 

 

◇（新規）福島空港利活用促進総合対策事業 42,591 千円 

 福島空港の利活用促進を図るため、県民が空港に親しむ機会を提供し、県民の空港としての

意識を向上させるとともに、市町村等が行う交流事業等に対する支援やビジネス利用の定着化

を図る事業等を実施する。 

 

◇福島空港国際線利用促進事業 10,342 千円 

 国際線の安定的な運航と利用促進を図るため、国際線運航航空会社へのトップセールスや国

際線就航 10 周年記念事業等を実施するほか、ＣＩＱ（税関、出入国管理、検疫）関係機関に対

する協力要請活動を行う。 

 

◇（一新）福島空港誘客促進対策事業 24,385 千円 

 福島空港の国内就航先からの誘客を促進し、路線の維持拡大により、更なる誘客へ結びつけ

るため、就航先における認知度向上策としての広報や、プロモーション活動を実施するととも

に、誘客の鍵となる旅行会社と連携しながら、旅行商品造成のための支援を行う。 

 

◇福島空港送客促進対策事業 40,308 千円 

 県内及び隣接県からの利用促進を図るため、旅行商品の造成・販売支援を実施するとともに、

テレビでの広報や修学旅行への支援等を行う。 

 

◇福島空港利用外国人誘客促進事業 18,078 千円 

 福島空港の国際定期便及び国際チャーター便の利活用による外国人観光誘客を促進するため、

韓国・中国・台湾・香港を対象国・地域として、食や文化を含めた包括的な本県の観光魅力の

ＰＲ等による誘客を展開する。 

 

◇（一新）ふくしま定住・二地域居住推進戦略事業 30,318 千円 

 田舎暮らし志向の高い大都市の団塊の世代や現役世代の住民を本県での定住・二地域居住に

誘導し、地域コミュニティの担い手の確保等を図る。 

 

◇ふるさと福島大交流プロジェクト 7,305 千円 

  本県出身者のふるさとへの郷愁、貢献意欲やボランティア参加への高まりを踏まえ、本県出

身者等の協力を得て、交流や定住・二地域居住の更なる拡大を図る。 

 

◇ふくしまグリーン・ツーリズム促進事業 2,987 千円 

  滞在型グリーン・ツーリズムを一層推進するため、拠点となる農家民宿の組織化を推進し、

お客様の受入に必要な窓口の設置や体験プログラムの確保など受入体制整備を支援する。 
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Ⅱ－２ 東アジア経済交流促進戦略   

 

◇（新規）県産品中国市場販路開拓支援事業 6,842 千円 

 中国国内に流通ネットワークを有する貿易会社と業務提携し、その流通ネットワークを活用

するとともに、営業活動による更なる販路開拓・拡大を図る。 

 

◇東アジア地域販路拡大事業 2,058 千円 

 発展著しい東アジア地域市場への県産品の販路開拓・拡大を図るため、香港の百貨店におい

て、県産品の試食・試飲や売り込み等のプロモーション活動などを行う。 

 

◇上海拠点活用事業 52,981 千円 

 現在、急速に発展している中国華東地域における経済、技術、学術交流等の多様な交流を本 

格的に推進するため、上海拠点を活用した中国人観光客の誘客、県産品の販路拡大等の事業を

展開する。 

 

柱Ⅲ 中心市街地の活性化、商業振興を図り、誰もが暮らしやすいまちづくりのために 

 

 Ⅲ 賑わいふくしま、まちづくり応援戦略 

 

◇商業まちづくり推進条例施行費 1,527 千円 

 小売商業施設が適正に配置された「持続可能な歩いて暮らせるまちづくり」を推進するため、

適正な土地利用と商業振興に一体的に取り組む商業まちづくり基本構想を策定する市町村に対

し、モデル市町の基本構想策定の成果を踏まえ、商業まちづくり審議会と連携して必要な助言

等の支援を行う。 

 

◇活力ある商店街支援事業 14,339 千円 

地域の特色を活かし、まちづくりの観点に立った商店街の活性化を推進するため、商店街の

置かれている現状、課題に即した戦略の構築を促進するとともに、空き店舗対策の事業に取り

組む商店街等に対して支援する。 

 

◇街なか再生特別資金 1,049,000 千円（新規融資枠 700,000 千円） 

中心市街地の活性化を図るため、中心市街地の商業地域内で、店舗の取得、新増改築等を行

う事業者に対する制度資金を提供し支援を行う。 

 

柱Ⅳ ふくしまの産業を支える人づくりや就業支援を進め、誰もが働く喜びを実感できるために   

 

Ⅳ－１ 若年者等への就業支援戦略   
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◇（新規）緊急雇用創出基金事業 1,800,000 千円 

   離職した非正規労働者、中高年齢者等の一時的な雇用・就業機会を創出するため、「緊急雇用

創出基金」を活用し、民間企業等への委託、直接実施事業、市町村への補助を行う。 

 

◇（新規）ふるさと雇用再生特別基金事業 2,000,000 千円 

   県及び市町村の創意工夫に基づく地域の雇用機会を創出するため、「ふるさと雇用再生特別基

金」を活用し、民間企業等への委託、市町村への補助、正社員雇い入れに対する一時金支給等

の事業を行う。 

 

◇ふくしま産業人材確保支援事業 45,889 千円 

   首都圏の学生等の県内への誘導及び県内若者の県内への就職を促進するため、東京・福島に

「ふるさと福島就職情報センター」を設置・運営するとともに、首都圏における理工系学部の

学生等を対象とした企業説明会や高校生、大学生等を対象とした企業見学ツアー等を実施する。 

 

◇新規大卒者等県内就職促進事業 1,494 千円 

   本県産業の振興を担う優秀な人材の確保を図るため、県内企業への就職を希望する大学生等

を対象に就職ガイダンス等の開催や県内の就職情報等の提供を行う。 

 

◇新規高卒者就職支援事業 943 千円 

   新規高卒者の県内企業への就職促進を図るため、合同就職面接会を開催するとともに、就職

後の相談機関を明示したカードを配布することにより、早期離職を防止し、職場定着の推進を

図る。 

 

◇労働相談事業 2,500 千円 

   中小企業労働相談所において、解雇、雇い止め、労働条件、職場の人間関係等の労働問題に

関する労使からの相談に応じる。 

 

◇離職者等再就職訓練事業 270,475 千円 

   離職者等求職者の早期就職を支援するため、公共職業安定所から受講あっせんを受けた者に

対し、介護分野など多様な職業訓練を委託して実施する。 

 

◇職場適応訓練事業 12,731 千円 

   中高年齢者・障がい者等の就職困難者の就職を促進するため、受入可能な事業者を開拓し、

訓練修了後は当該事業所に雇用させることを前提に同事業所において訓練を行い、作業環境に

適応させる。 

 

◇障がい者地域就業ステップアップ事業 4,079 千円 

   障がい者の就職から職場定着に至るまで関係機関が実施している各種支援策をコーディネー
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トして提供するとともに、当該障がい者に職場実習により就業体験を実施する事業を社会福祉

法人に委託して実施する。 

 

◇労働者支援融資事業 94,000 千円 

   県内の労働者に対し、求職中の生活費や医療費、冠婚葬祭費、教育費、災害復旧費等緊急的

な資金供給支援のための融資を行う。 

 

◇福島県雇用開発協会補助金 770 千円 

   県内企業の自主的団体である社団法人福島県雇用開発協会を指導・援助することにより、高

齢化社会における高年齢者の雇用の促進と安定、新規学卒者の県内定着、障がい者雇用の理解

と促進を図る。 

 

◇シルバー人材センター連合会補助金 9,686 千円 

   高齢者が多様な形態による雇用・就業を通じて社会参加などを目指すシルバー人材センター

の拡充・発展を図るため、県内シルバー人材センターに係る育成指導を行う社団法人福島県シ

ルバー人材センター連合会に対しその運営費の一部を補助する。 

 

◇（一新）地域連携型ニート自立支援事業 1,920 千円 

   地域が連携してニートの社会的自立を支援するためのネットワークを構築し、支援対象者の

把握等に努めるとともに、「若者自立カウンセラー」による直接訪問や民間団体への助言等を行

う。 

 

 Ⅳ－２ ものづくりリーダー養成戦略 

 

◇ものづくり高度化人材育成事業 300,940 千円 

 急激な技術革新に対応できる高度な知識・技術を備えた産業人材の育成を図るため、高等技

術専門校を改編し、新たに設置する短期大学校の専門課程とこれまでの普通課程を併せ持つ「テ

クノアカデミー」の整備を行う。 

 

◇（新規）組み込み技術者養成事業 1,416 千円（ふくしまチャレンジャー支援事業の小事業を再掲） 

 本県ＩＴ産業の振興や産業の高度化、県内企業の競争力の向上等を通じて地域経済を活性化

するため、工業製品の競争力の源泉である組み込みシステムの開発ができる技術者を育成する

講座を開催する。 

 

◇ものづくりＯＲＴ型技術移転事業 300 千円 

 県内中小企業従業員等を研修生として受け入れ、ハイテクプラザ研究員の指導を受け、技術

力向上を図る。 
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◇短大校専門課程訓練実施事業 9,025 千円 

 新技術への対応能力、問題解決能力等のより高い能力を備えた産業人材の育成を図るため、

テクノアカデミー郡山職業能力開発短期大学校において、高校卒業者等を対象とした２年間の

高度職業訓練を実施する。 
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福島県商工業振興基本計画「うつくしま産業プラン２１」基本施策と対応事業

【 】 【事業名： 】 【 】 【 】 【 】基本施策 ●新規、○一部新 事業費：千円 担当課 Ｐ

(1) 新事業創出支援体制の充実・強化

●ふくしまチャレンジャー支援事業 ２，９１４ 産業創出 ６７１ 新 事 業 創

中小企業経営資源強化対策推進事業 ４０，２２２ 企業立地 ６２出のための

環境整備

(2) 新事業創出支援の充実

●ふくしまチャレンジャー支援事業（再掲） ２，９１４ 産業創出 ６７

インキュベートルーム（起業支援室）運営事業 ２２，８４８ 産業創出 ６７

ふくしま発製造業新連携推進事業 １，８００ 産業創出 ６８

(1) 研究開発支援機能の整備

●知的財産「ふくしま宝の山」事業 ２，２５５ 産業創出 ６６

ハイテクプラザ研究開発事業 ２，０５２ 産業創出 ６８

ハイテクプラザ試験指導普及事業 １０，４７３ 産業創出 ６８

ハイテクプラザ企画情報事業 ５，６００ 産業創出 ６８

ハイテクプラザ機器整備事業 ５７，８０１ 産業創出 ６８

産業技術支援事業 ６５，８３９ 産業創出 ６４

知的財産活用推進事業 ６，３１９ 産業創出 ６６

戦略的ものづくり技術移転推進事業 ２，８２６ 産業創出 ６３

２ 研究開発

機能の強化 (2) 産学官連携の強化

ふくしま産学官連携推進事業 ２，０６３ 産業創出 ６４

半導体関連産業集積事業 ７，４１６ 産業創出 ６３

ハイテクプラザ地域連携促進事業 ７８９ 産業創出 ６８

受託研究事業 ３，１７７ 産業創出 ６４

地域活性化共同研究開発事業 ５，０３３ 産業創出 ６４

公募型新事業創出プロジェクト研究事業 ８，２８３ 産業創出 ６６

産業廃棄物減量化・再資源化技術支援事業 ２９，３１７ 産業創出 ６８

戦略的地域産業高度化事業 ２，４６８ 産業創出 ６６

(3) 科学技術の振興

ハイテクプラザ地域連携促進事業（再掲） ７８９ 産業創出 ６８

科学技術振興事業 ２，９２９ 産業創出 ６５

試験研究機関ネットワーク事業 １，１２２ 産業創出 ６４Ⅰ 創造的な事業

ふくしま森の科学体験センター事業 １０，５００ 産業創出 ６５活動の促進と新

しい産業の創出

のために (1) 情報通信関連産業の振興

ふくしま産学官連携推進事業（再掲） ２，０６３ 産業創出 ６４

(2) 環境関連産業の振興

産業廃棄物抑制及び再利用技術開発支援事業 ２０，１４４ 産業創出 ６６３ 新しい産業

ふくしま産学官連携推進事業（再掲） ２，０６３ 産業創出 ６４の育成

２９，３１７ 産業創出 ６８産業廃棄物減量化・再資源化技術支援事業（再掲）

(3) 医療・福祉関連産業の振興

３５，２４１ 産業創出 ６５ふくしま次世代医療産業集積プロジェクト発展型

(4) 新製造技術の開発による高度なものづくりの振興

半導体関連産業集積事業（再掲） ７，４１６ 産業創出 ６３

戦略的ものづくり技術移転推進事業（再掲） ２，８２６ 産業創出 ６３

地域活性化共同研究開発事業（再掲） ５，０３３ 産業創出 ６４

(1) 戦略的な企業誘致の推進

戦略的企業誘致補助金 ６３０，０００ 企業立地 ６０

輸送用機械関連企業集積促進事業 ５，７１８ 企業立地 ６０

輸送用機械関連産業連携事業 ２，３６１ 企業立地 ６０

福島県企業誘致推進協議会事業 ３，０００ 企業立地 ６０

企業誘致活動・広報強化事業 １６，１１８ 企業立地 ６０４ 産業集積

中核工業団地企業誘致推進事業 ２，９７１ 企業立地 ６０の促進

(2) 産業高次機能の集積促進

半導体関連産業集積事業(再掲） ７，４１６ 産業創出 ６３

ふくしま産学官連携推進事業（再掲） ２，０６３ 産業創出 ６４

郡山地域高度技術産業集積活性化推進事業 ７，４１５ 産業創出 ６７

(3) 工業基盤の整備

摺上川ダム管理費負担金 ７，８０１ 企業立地 ６１

大川ダム管理費負担金 １３，３３３ 企業立地 ６１

工業団地等整備事業 ８４，２５２ 企業立地 ６１

原子力発電施設等周辺地域企業立地支援事業 １，０５５，７２２ 企業立地 ６１

工業用水道事業繰出金 ６１３，９５５ 企業立地 ６１
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(1) 中心市街地の活性化
活力ある商店街支援事業 １４，３３９ 商業まち ６９
中心市街地商業活性化推進事業 ２００，００１ 商業まち ６９
街なか再生特別資金 １，０４９，０００ 金融 ５３
歩いて暮らせる新しいまちづくり促進事業 － 商業まち ７０

●消費購買動向調査 ２，０８１ 商業まち ６９
チェンバおおまち管理運営事業 ３０，１６６ 商工総務 ４８１ ま ち づ く り

の観点に立
った商業の (2) 中小小売業の振興

活力ある商店街支援事業（再掲） １４，３３９ 商業まち ６９振興

(3) 中小卸売業の振興
中小企業高度化資金貸付金 １６，５７３ 金融 ５４

(4) 大型店の立地に伴う生活環境の保持
商業まちづくり推進条例施行費 １，５２７ 商業まち ７０
大型小売店舗関係法施行費 ２，５８３ 商業まち ７０

２ く ら し と 産 (1) 生活関連サービス業の振興
●ふくしまチャレンジャー支援事業（再掲） ２，９１４ 産業創出 ６７業 を 支 え る

サービス業
の振興 (2) 産業支援サービス業の振興

福島県大町起業支援館運営事業 ３，６０２ 商工総務 ４９
●ふくしまチャレンジャー支援事業（再掲） ２，９１４ 産業創出 ６７

(1) 小規模企業等の活性化支援
小規模事業経営支援事業 ２，４５６，０３５ 団体支援 ５０Ⅱ 環 境 変 化 に 柔
専門家活用経営支援事業 ４，０８０ 団体支援 ５１軟に対応する地

域産業の振興の
ために (2) 多様な企業間連携の促進

中小企業連携組織対策費補助事業 １４３，２８８ 団体支援 ５０

(3) 下請中小企業の経営力強化への支援
中小企業機械貸与事業貸付金 ３，５０４，８８３ 金融 ５２
小規模企業者等設備導入資金貸付事業貸付金 ６４５，０００ 金融 ５４

４，５５７ 金融 ５４小規模企業者等設備資金貸付事業運営費補助金
中小企業経営資源強化対策推進事業（再掲） ４０，２２２ 企業立地 ６２

(4) 技術力強化の支援
２，０１０，０００ 商工総務 ４８●ふくしま型農商工連携推進事業

ハイテクプラザ研究開発事業（再掲） ２，０５２ 産業創出 ６８
ハイテクプラザ試験指導普及事業（再掲） １０，４７３ 産業創出 ６８
ふくしま産学官連携推進事業（再掲） ２，０６３ 産業創出 ６４

(5) 情報化の促進
経営支援プラザ等運営事業 ８７．３１８ 団体支援 ５０３ 環境変化

に対応した
中小企業の (6) 経営革新等の促進

２，０１０，０００ 商工総務 ４８振興 ●ふくしま型農商工連携推進事業（再掲）
中小企業経営革新計画支援事業 ５０７ 産業創出 ６３

(7) 環境に配慮した事業活動の促進
２０，１４４ 産業創出 ６６産業廃棄物抑制及び再利用技術開発支援事業（再掲）

(8) 県制度資金の充実・強化
中小企業制度資金貸付金 金融 ５２５３，６２９，０００
中小企業信用補完制度費 ４６５，０００ 金融 ５３
中小企業制度資金利活用推進事業 ２２２，６３５ 金融 ５４

(9) 中小企業振興拠点の整備
コラッセふくしま管理運営事業 １４９，５５０ 団体支援 ５１
経営支援プラザ等運営事業（再掲） ８７，３１８ 団体支援 ５０

(10)鉱害等の防止と適正計量の推進
休廃止鉱山坑廃水処理事業 ３，９２６ 企業立地 ６１
鉱業振興事業 ２，５９８ 企業立地 ６１
計量検定事業 ６，６１２ 商工総務 ４９
計量検査事業 ２，７９５ 商工総務 ４９

(1) 地場産業の活性化
２，０１０，０００ 商工総務 ４８●ふくしま型農商工連携推進事業（再掲）

ふるさと産品振興事業 ３９，９８１ 県産品振 ８４
県産品販路開拓戦略事業 ２３，３６１ 県産品振 ８４
県産品プロモーション事業 ２，８２０ 県産品振 ８５
ブランド化戦略事業 １，９２７ 県産品振 ８５４ 地域資源
首都圏アンテナショップ事業 １９，１８９ 県産品振 ８５を生かした
物産展開催事業 ３，５７２ 県産品振 ８５産業の振興
物産館事業 １９，７６３ 県産品振 ８５

(2) 農林水産業との連携による新たな産品の創出
２，０１０，０００ 商工総務 ４８●ふくしま型農商工連携推進事業（再掲）

ふくしま産学官連携推進事業（再掲） ２，０６３ 産業創出 ６４
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(1) 交流型・体験型観光の振興

２，０１０，０００ 商工総務 ４８●ふくしま型農商工連携推進事業（再掲）

○観光プロモーション全国展開ステップアップ事業 ２１，５１０ 観光交流 ７７

ふくしま型「旅育」推進事業 ６，４７９ 観光交流 ７８

教育旅行誘致促進事業 １，３７１ 観光交流 ７８

ふるさと福島大交流プロジェクト ７，３０５ 観光交流 ８０１ 魅 力 あ る

○ふくしま定住・二地域居住推進戦略事業 ３０，３１８ 観光交流 ８０観 光 ・ リ ゾ

ふくしまグリーン・ツーリズム促進事業 ２，９８７ 観光交流 ８０ー ト 地 づ く

ふくしまグリーン・ツーリズム推進事業 １，０３４ 観光交流 ８０りの推進

発掘・育成(2) 観光地の活性化や新たな観光資源の

ふくしまアクティブツーリズム総合戦略事業 １０，０４８ 観光交流 ７８

○福島空港誘客促進対策事業 ２４，３８５ 観光交流 ７９

(3) 受入体制の整備

観光地さわやかトイレ普及事業 ３９，７３８ 観光交流 ７７

(財 )福島県観光物産交流協会事業 ８２，０１９ 観光交流 ７９

観光施設管理事業 ３８，４７２ 観光交流 ７６

(1) 効果的な観光宣伝の推進

広域観光推進事業 １５，４７０ 観光交流 ７７

空港ビル観光ＰＲコーナー設置事業 １，７９０ 観光交流 ７７

○首都圏等観光客誘致促進事業 ５０，２３８ 観光交流 ７８

一般宣伝事業 ５，０００ 観光交流 ７６

○福島空港誘客促進対策事業（再掲） ２４，３８５ 観光交流 ７９

天地人ホームページ情報発信事業 － 観光交流 ８１

「ふくしまあったか通信」定住・二地域居住メルマ － 観光交流 ８１２ 観光誘客

ガ配信事業活動の強化

「ふるさと・ふくしまＵＩターン」情報発信事業 － 観光交流 ８１

「うつくしまコレクション」等の紹介・宣伝及び販路拡大(2)

ふるさと産品振興事業（再掲） ３９，９８１ 県産品振 ８４

(3) 観光物産情報提供の充実

○観光プロモーション全国展開ステップアップ事業 ２１，５１０ 観光交流 ７７Ⅲ 多 様 な 交 流 の

（再掲）促進による産業

ふるさと産品振興事業（再掲） ３９，９８１ 県産品振 ８４の振興のために

(1) 国際的観光地をめざした体制整備

国際観光推進事業 ３，７５１ 観光交流 ７７３ 国 際 観 光

の推進

2) 外国人観光客の誘客の推進(

●ふくしま観光海外ブランド力強化事業 １６，１４１ 観光交流 ７９

福島空港利用外国人誘客促進事業 １８，０７８ 観光交流 ７８

国際教育旅行等誘致強化事業 ５，６３３ 観光交流 ７７

(1) コンベンションの振興

イベントづくり推進事業 ３，１７５ 観光交流 ８１

産業交流館運営事業 ８１，５１０ 観光交流 ８１４ 交 流 の 促

進 に よ る 新

たな事業展 (2) 本県産業の情報発信への支援

ふくしま次世代医療産業集積プロジェクト発展型 ３５，２４１ 産業創出 ６５開の支援

（再掲）

(3) 物流効率化の推進

中小企業高度化資金貸付金（再掲） １６，５７３ 金融 ５４

福島空港航空物流強化事業 ６，６２６ 空港交流 ８２

(1) 海外情報の収集・提供

ジェトロ福島貿易情報センター関連事業 ２１，４７０ 観光交流 ７９

５ 地域経済 (2) 海外との交流機会の創出・拡大の推進

●県産品中国市場販路開拓支援事業 ６，８４２ 県産品振 ８４の国際化の

東アジア地域販路拡大事業 ２，０５８ 県産品振 ８５の推進

上海拠点活用事業 ５２，９８１ 観光交流 ８０

(3) 貿易機会の拡大等

福島県貿易促進協議会関連事業 ３６ 観光交流 ７９



47

(1) 商工業を支える人材の育成

●組込み技術者養成事業 １，４１６ 産業創出 ６７

福島県貿易促進協議会関連事業 ３６ 観光交流 ７９（再掲）

(2) 企業内職業能力開発の推進

福島県認定職業訓練費補助事業 ４２，３０９ 産業人材 ７５

福島県職業能力開発協会補助事業 ４５，１０３ 産業人材 ７５

１ 次代を担う (3) 公共職業能力開発の推進

ものづくり高度化人材育成事業 ３００，９４０ 産業人材 ７１人材の育成

職業能力開発運営費 １００，０８９ 産業人材 ７１

●短大校専門課程訓練実施事業 ９，０２５ 産業人材 ７１

能開校普通課程訓練実施事業 ５７，９５６ 産業人材 ７１

●短大校職業訓練指導員研修事業 ２，５６１ 産業人材 ７２

能開校職業訓練指導員研修事業 ８０５ 産業人材 ７２

●短大校施設設備整備事業 １，０２３ 産業人材 ７２

能開校施設設備整備事業 ３，０６４ 産業人材 ７２

若年者職業訓練事業 ５，２９２ 産業人材 ７３

雇用労政

●短大校技能向上訓練実施事業 １２３ 産業人材 ７２

能開校技能向上訓練実施事業 ５，０８０ 産業人材 ７３

(4) 個々の労働者に応じた職業能力開発の推進

離職者等再就職訓練事業 ２７０，４７５ 産業人材 ７３

障がい者委託訓練事業 ４３，０４７ 産業人材 ７３

障がい者等訓練手当支給事業 １７，３８５ 産業人材 ７４

(5) 技能尊重社会の形成

ものづくり推進事業 ３，４２８ 産業人材 ７４

技能尊重推進実施事業 ２，４８７ 産業人材 ７４

Ⅳ 創造性豊かな (1) 新事業の創出等による雇用機会の確保

●ふるさと雇用再生特別基金事業 ２，０００，０００ 雇用労政 ５９人材の育成と意

●緊急雇用創出基金事業 １，８００，０００ 雇用労政 ５９欲や能力を発揮

２２，８４８ 産業創出 ６７して働ける環境 インキュベートルーム（起業支援室）運営事業（再掲）

づくりのために

(2) 高年齢者の雇用促進と就業機会の確保

●緊急雇用創出基金事業（再掲） １，８００，０００ 雇用労政 ５９

福島県雇用開発協会補助金 ７７０ 雇用労政 ５８２ 雇用機会

シルバー人材センター連合会補助金 ９，６８６ 雇用労政 ５８の確保等

職場適応訓練事業 １２，７３１ 雇用労政 ５８

(3) 障がい者の雇用促進

障がい者地域就業ステップアップ事業 ４，０７９ 雇用労政 ５８

障がい者委託訓練事業（再掲） ４３，０４７ 産業人材 ７３

職場適応訓練事業（再掲） １２，７３１ 雇用労政 ５８

福島県雇用開発協会補助金（再掲） ７７０ 雇用労政 ５８

(4) 若年者等の雇用促進

ふくしま産業人材確保支援事業 ４５，８８９ 雇用労政 ５７

○地域連携型ニート自立支援事業 １，９２０ 雇用労政 ５８

福島県雇用開発協会補助金（再掲） ７７０ 雇用労政 ５８

新規大卒者等県内就職促進事業 １，４９４ 雇用労政 ５７

新規高卒者就職支援事業 ９４３ 雇用労政 ５７

福島県新規高卒者就職促進対策本部 － 雇用労政 ５９

(1) 労働者福祉の充実

勤労者福祉推進事業 ８２０ 雇用労政 ５７

勤労者福祉融資事業 ９５，３２９ 雇用労政 ５７３ 働 き が い

のある環境

の整備

(2) 働きやすい環境づくり

次世代育成・少子化対策推進事業 １４０ 雇用労政 ５５

ワーク・ライフ・バランス推進事業 ３６２ 雇用労政 ５６

労使関係安定促進事業 ３４６ 雇用労政 ５６

労働相談事業 ２，５００ 雇用労政 ５６

労働条件整備事業 １，７２８ 雇用労政 ５６



 

 

 

 

 

商 工 労 働 総 室 
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○ 商工総務課 

【事務分掌】 

・ 部内の事務の総合企画及び調整に関すること。 

・ 部内の組織、定数及び人事に関すること。 

・ 部内における予算及び経理に関すること。 

・ 「うつくしま産業プラン２１」の推進に関すること。 

・ 福島県中小企業振興審議会に関すること。 

・ ふくしま産業応援ファンドに関すること。 

・ ふくしま農商工連携ファンドに関すること。 

・ 広報に関すること。 

・ 県議会に関すること。 

・ 財産管理に関すること。 

・ チェンバおおまちに関すること。 

・ 大町起業支援館に関すること。 

・ (財)福島県産業振興センターに関すること。（他課の所掌に属するものを除く。） 

・ 計量に関すること。 

・ 部内他課の所掌に属しない事務に関すること。 

【事業計画】 

１ 商工業総務費 

事業名 
予算額 

（千円） 
内 容 

（新）ふくしま型農商

工連携推進事業 

2,010, 

000 
(県債 

2,000, 

000) 

本県の農林水産業の強みと商工業の強みを生かしたふくしま型

農商工連携を推進し、地域産業の高付加価値化を図る。 

１ ふくしま農商工連携推進協議会（仮称）の設置 

２ ふくしま農商工連携ファンド（仮称）の設置 

（新）産業政策推進事

業 

1,011 
 

  厳しい経済・雇用情勢にある中、農林水産業や地場産業等の地域

産業を含め、本県産業全体を将来にわたって魅力あるものとし、地

域経済の力強い発展につなげていくため、本県産業の将来を考える

検討会（仮称）を開催する。 

 

２ 産業高度化推進費 

事業名 
予算額 

（千円） 
内 容 

チェンバおおまち管

理運営事業 

30,166 

(使用料 

1,000 
財産収入 

18,100 
諸収入  
18,701) 

チェンバおおまちの維持管理を適切に行う。 

 ・チェンバおおまち維持管理 

  県が建物を維持管理するために外部委託等を行う。 
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福島県大町起業支援

館運営事業 

3,602 
(使用料 

1,000 

諸収入 13) 

産業支援サービス業として大きな成長が期待されるカスタマー

センター業を対象に、福島県大町起業支援館を入居の受け皿とし、

地元雇用の創出や地域企業による活用促進等を通じて、地域経済の

活性化に資する。 

１ 事務スタッフ（嘱託員）の設置等 

２ 入居審査等委員会の設置 

 

３ 計量検定所費 

事業名 
予算額 

（千円） 
内 容 

計量検定事業  6,612 
（手数料 

2，717 
諸収入 

  3，895） 

１ 計量器検定事業 

計量法第 70条及び第 102条の規定に基づき以下の検査を行う。

 (1)計量器検定 

法定計量単位により、取引や証明に使用する特定計量器が計

量法の基準に適合しているか検定を実施する。 

 (2)基準器検査 

検定における器差検査の際に用いる基準器の検査を行う。 

 (3)検定検査設備整備 

基準器等の設備及び制度維持と検定検査の合理化を図る。 

２ 全国計量行政会議適正計量委員会事業 

東北地区計量行政協議会の代表県として全国計量行政協議会

適正計量委員会に出席する。 

 

計量検査事業 2,795 

（手数料 

 2，795） 

 計量法第１９条、第１４８条及び第２５条の規定に基づき以下の

事業を行う。 

１ 計量検査事業 

計量法に基づく取引又は証明に使用する非自動はかりの検査

を実施する。 

２ 計量立入検査事業 

計量法及び福島県計量立入検査実施要領に基づき、適正な計量

と安全を図るため、立入検査を実施する。 

３ 計量士代検査推進事業 

(社)福島県計量協会が行う代検査に対して補助する。 
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○ 団体支援課 

【事務分掌】 

・ 中小企業の経営支援に関すること。 

・ 中小企業支援法に関すること。（他課の所掌に属するものを除く。） 

・ 商工会法及び商工会議所法の施行に関すること。 

・ 商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律の施行に関すること。 

・ 中小企業団体の組織に関する法律及び中小企業等協同組合法の施行に関すること。 

・ 商店街振興組合法の施行に関すること。 

・ 商工関係公益法人に関すること。（他課の所掌に属するものを除く。） 

・ 産業支援館に関すること。（他課の所掌に属するものを除く。） 

・ 青年会議所の指導監督及び行事の対応に関すること。 

・ 中小企業再生支援協議会に関すること。 

【事業計画】 

１ 中小企業振興費 

事業名 
予算額 

（千円） 
内 容 

経営支援プラザ等運

営事業 

87,318 コラッセふくしまの「福島県経営支援プラザ」において、国事業

（地域力連携拠点事業）との連携の下、県内中小企業者等に対する

総合的な支援を行うため、次の事業を実施する。 

補助先：(財)福島県産業振興センター 

１ コンサルティングサービス事業（国事業の活用） 

中小企業者等の抱える経営課題を解決するため、窓口専門スタ

ッフを配置し、課題解決に向けた相談対応を行う。 

２ 情報提供サービス事業 

創業や経営に関する支援情報など中小企業者等が必要とする

幅広い情報を提供する。 

(1)メールマガジンの発行 

(2)景気動向調査の実施 等 

 

２ 商工団体等指導費 

事業名 
予算額 

（千円） 
内 容 

中小企業連携組織対

策費補助事業 

143,288 中小企業連携組織等に対する支援体制の充実・強化を図るため、

福島県中小企業団体中央会に対して、職員の設置や中小企業連携

組織等の講習会等の開催に要する経費等を補助する。 

１ 職員の設置 24 人（指導員 19 人 職員 5人） 

２ 主な事業 

(1)中小企業連携組織等支援事業 

(2)地域産業実態調査事業 

小規模事業経営支援

事業 

2,456,035 

 

地域の総合経済団体である商工会等の指導体制の充実・強化及

び小規模事業者の経営の改善・発達及び地域経済の振興を図るた

め、商工会等が行う経営改善普及事業等に対して補助をする。 

１ 職員の設置 465 人 

 （経営指導員等 232 人、補助員 233 人） 

２ 主な事業 

 (1)巡回・窓口等による相談・指導業務 

 (2)商工会等指導環境推進費（事務局長設置費） 
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 (3)若手後継者等育成事業 

 (4)広域連携推進事業 

 

専門家活用経営支援

事業 

4,080  中小企業等の経営を支援するため、商工会等の中小企業支援機

関が実施する専門家派遣事業に要する経費等を補助する。  

    補助先：県商工会連合会、福島商工会議所 

 

３ 産業高度化推進費 

事業名 
予算額 

（千円） 
内 容 

コラッセふくしま管

理運営事業 

149,550 

(使用料 

45,143 
諸収入 

 1,479) 

コラッセふくしま（県専有部分・共用部分）の維持管理を行うと

ともに、コラッセふくしま内の会議室等（県専有部分）の管理委託

を行う。 
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○ 金融課   

【事務分掌】 

・ 中小企業制度資金に関すること。 

・ 中小企業高度化資金に関すること。 

・ 福島県信用保証協会に関すること。 

・ 貸金業に関すること。 

・ 設備資金貸付及び設備機械貸与事業に関すること。 

【事業計画】 

※ 各種制度資金の内容については資料編（７０～７１ページ）をご参照ください。 

１ 中小企業振興費 

事 業 名 
予算額 

（千円） 
内 容 

中小企業機械貸与事

業貸付金  

3,504,883 

(諸収入 

3,504,883) 

中小企業者に対し、経営の向上のために必要な機械類を貸与（割

賦販売）することにより、経営基盤の強化を図るため、貸与機関

である(財)福島県産業振興センターに対し、必要な資金を貸し付

ける。 

 ・新規貸与枠 10 億円 

貸金業指導事業 743 

(手数料   

  740) 

(諸収入 3) 

資金需要者等の利益の保護を図るため、「貸金業法」に基づき、

貸金業者に対し必要な指導を行う。 

 

 

２ 中小企業金融対策費 

事 業 名 
予算額 

(千円) 
内 容 

中小企業制度資金貸

付金 

53,629,000 

(諸収入 

53,629,000) 

 

 

 

 

 

 

 

各種制度資金については次のとおり。 

なお、融資要件等、詳細については、資料編 P69～70「平成 20

年度福島県制度資金一覧表」参照。 

１ 起業家支援保証 

(1)企業の活動段階：創業期 

(2)制度の目的：創業者等支援 

(3)対象：創業・第二創業・独立開業・ベンチャー 

（コミュニティビジネスを含む） 

(4)新規融資枠：14 億円 

２ 小口零細企業資金 

(1)企業の活動段階：成長期・安定期 

(2)制度の目的：小規模企業者の経営安定化を支援 

(3)対象：小規模企業者 

(4)新規融資枠：20 億円 

３ 信用組合資金 

(1)企業の活動段階：成長期・安定期 

(2)制度の目的：小規模企業者の経営の安定化を支援 

(3)対象：信用組合員 

(4)新規融資枠：43 億円 

４ 長期安定保証 

(1)企業の活動段階：成長期・安定期 

(2)制度の目的：長期資金による企業経営の安定化を支援 

(3)対象：中小企業者 
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(4)新規融資枠：130 億円 

５ 短期保証 

(1)企業の活動段階：成長期・安定期 

(2)制度の目的：短期の資金繰り緩和 

(3)対象：中小企業者 

(4)新規融資枠：150 億円 

６ 経営環境改善保証 

(1)企業の活動段階：再生期 

(2)制度の目的：借入金の一本化による資金繰りの緩和 

(3)対象：中小企業者 

(4)新規融資枠：80 億円 

７  企業回復応援資金 

 (1)企業の活動段階：再生期 

 (2)制度の目的：業種転換、新分野進出、業況回復の支援 

 (3)対象：中小企業者 

 (4)新規融資枠：6億円 

８ 関連倒産防止資金 

(1)企業の活動段階：緊急支援 

(2)制度の目的：関連倒産の防止 

(3)対象：倒産企業等との取引企業 

(4)新規融資枠 

①一般枠：10 億円 

②取引円滑化枠：5億円 

９ 緊急経済対策資金 

(1)企業の活動段階：緊急支援 

(2)制度の目的：経済環境の変化等による影響の緩和 

(3)対象：経済環境の変化により売上等が減少している企業 

(4)新規融資枠 

①一般枠：27 億円 

②金融環境激変対策枠：8億円 

③経営安定特別資金：600 億円 

10 ふくしまの産業強化資金 

(1)制度の目的：「地域に根ざした事業者」の支援・強化 

(2)対象：①地場産業又は観光業 

           ②県内に本社機能を有し、業歴 5年以上 

           ③経営革新、地域資源活用、企業立地等の計画認定事業者  

           ④次世代育成支援企業認証制度の認証を受けた事業者

(3)新規融資枠：50 億円 

中小企業信用補完制

度費 

465,000 

(諸収入 
400,000) 

中小企業信用制度補完制度の充実を図るため、次の事業を実施

する。 

１ 県信用保証協会代位弁済資金貸付金 

保証先企業の倒産等に伴う金融機関への代位弁済資金につい

て、保険金が中小企業金融公庫から交付されるまでの間のつな

ぎ資金として貸付を行う。 

２ 県信用保証協会損失補償金 

信用保証協会と損失補償契約を締結した県制度資金につい

て代位弁済が生じた際、保証協会持ち出し分の２分の１を損失

補償する。 

街なか再生特別資金  1,049,000 

(諸収入 
1,049,000) 

中心市街地の空洞化に歯止めをかけ、再活性化を図るため、金

融機関を通じて低利で融資を行う。  

(1)対象者：中心市街地の商業地域等内で事業を行う企業 

 (2)新規融資枠：7億円 
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中小企業制度資金利

活用推進事業 

222,635 制度資金を利用する中小企業の保証料負担の軽減を図り、制度

資金の利活用を促進するため、基本保証料と政策保証料との差額

分について、県信用保証協会に対して補助金を交付する。 

 

３ 中小企業高度化資金貸付事業費 

事 業 名 
予算額 

（千円） 
内 容 

中小企業高度化資金

貸付金  

16,573 

 
 (繰越金 

16,573） 

 

中小企業の事業の共同化、工場及び店舗の集団化その他中小企

業構造の高度化に必要な資金を貸し付けることにより、中小企業

の振興の促進を図る。 

 

４ 小規模企業者等設備導入資金貸付事業費 

事 業 名 
予算額 

（千円） 
内 容 

小規模企業者等設備

導入資金貸付事業貸

付金 

645,000 

 
（繰越金 

234,152 
諸収入 

410,848） 
 
   

県内小規模企業者等の創業及び経営基盤の強化を促進するた

め、小規模企業者等設備導入資金助成法に基づき次の事業を行う

(財)福島県産業振興センターに対し、必要な資金を貸し付ける。

１ 小規模企業者等設備資金貸付事業(貸付金 345,000 千円) 

(1)設備導入に必要な資金の 1/2 以内を無利子で貸し付ける。 

(2)新規貸付枠  3 億 4 千 5百万円 

２ 小規模企業者等設備貸与事業(貸付金 300,000 千円) 

 (1)(財)福島県産業振興センターが設備を購入し、割賦販売また

   はリースする。 

 (2)新規貸与枠  6 億円 

小規模企業者等設備

資金貸付事業運営費

補助金 

4,557 
（繰越金 

3,764 
諸収入 

793） 

 

 小規模企業者等設備資金貸付事業の円滑な運営を図るため、貸

与機関である(財)福島県産業振興センターに対し事務費補助を行

う。 
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○ 雇用労政課 

【事務分掌】 

・ 労働施策の総合企画及び管理に関すること。 

・ 労働法令制度の普及啓発及び労働教育に関すること。 

・ 労使関係の安定に関すること。 

・ 労働相談に関すること。 

・ 労働者の福祉対策に関すること。 

・ 次世代育成・少子化対策推進事業に関すること。 

・ ワーク・ライフ・バランス推進事業に関すること。 

・ 労働者の生活支援に関すること。 

・ 中小企業の人事及び労務管理の改善に関すること。 

・ 労働委員会に関すること。 

・ 労働関係の情報収集、調査及び統計並びにその分析に関すること。 

・ 地域の雇用対策の企画及び調整に関すること。 

・ 若年者の雇用対策に関すること。 

・ 県内企業の人材確保支援に関すること。 

・ ニートの自立支援に関すること。 

・ 障がい者等の雇用対策に関すること。 

・ 中高年齢者の雇用対策に関すること。 

・ シルバー人材センターに関すること。 

・ 緊急雇用対策に関すること 

【事業計画】 

１ 労政総務費 

事業名 
予算額 

（千円） 
内 容 

次世代育成・少子化対

策推進事業 

 

 

 

 

 

 

140 

 

 

 

 

 

 

 

 

 男女労働者が安心して子供を産み育てることができる環境をつ

くるため、また、仕事と生活のバランスが取れた働きやすい環境

をつくるため、企業の自主的な取り組みが進むよう、企業の認証

制度を設ける。 

・ 「次世代育成支援」企業認証制度 

(1)「子育て応援」中小企業認証部門 

   中小企業を対象に、下記の要件を満たした場合に認証し、

県で広く公表する。 

  ①対象…県内に本社がある中小企業 

  ②要件…ⅰ以下の取組の結果、企業内で育児休業取得者又は

育児のための勤務時間の短縮等の措置の利用者が

生じたこと 

      ⅱ一般事業主行動計画を策定し、その内容を実践し

ていること 

      ⅲ労働者が利用しやすい両立支援制度としているこ

と 

(2)「仕事と生活の調和」推進企業認証部門 

 育児との両立支援に加えて、働きやすい雇用形態やポジテ

ィブ・アクション、労働時間の短縮などの幅広い項目につい

て総合的に取り組んでいる企業を認証する。 
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①対象……県内に本社がある企業で先進的な取り組みを行っ

     ている企業 

  ②要件……企業の取組状況を指標化し、トータルで一定のポ

    イント以上を獲得すること 

 

ワーク・ライフ・バラ

ンス推進事業 

 

 

362 

 

 

 

１ ワーク・ライフ・バランスアドバイザー派遣事業 

県内３方部にワーク・ライフ・バランスアドバイザーを設置

し、中小企業の管理者等にワーク・ライフ・バランスに対する

意識啓発を行うとともに、一般事業主行動計画の策定や就業規

則の改正等の助言・指導等を通じて働きやすく育児や介護等に

参加できる職場風土づくりを支援する。 

２  福島県ワーク・ライフ・バランス大賞事業 

   ワーク・ライフ・バランスの取り組みが特に優れている中小

企業に知事表彰を授与することにより、県民及び企業に対する

ワーク・ライフ・バランスの啓発を図る。 

 

労使関係安定促進事

業 

346 ・ 労働審議会の設置 

  福島県労働審議会条例により設置されており、労働者の福祉

の増進、雇用及び就業の促進並びに職業能力開発促進その他労

働施策に関する重要事項について、専門的に審議を行い、その

結果を知事に意見具申する。 

 

労働相談事業 2,500 複雑・多様化している中小企業における労働問題に的確に対処

するため、雇用労政課に中小企業労働相談所を設置し、労働相談

に応じる。 

１ 中小企業労働相談員の配置 

中小企業労働相談所に中小企業労働相談員を配置し、労働者

または使用者からの労働相談に迅速かつ的確に対応する。 

２ 特別労働相談員の設置 

高度かつ専門的な労働相談に的確な対応をするため、特別労

働相談員を中小企業労働相談所に配置する。 

３ フリーダイヤル回線の設置 

雇用情勢の悪化に伴い、労働条件の一方的な引き下げなど、

労働者からの相談が増加するなか、相談者の利便性を向上させ

るため、中小企業労働相談所にフリーダイヤル回線(0120-610-145)

を設置し、電話相談を受け付ける。 

 

労働条件整備事業 1,728 

(国庫 

230) 

・ 労働条件等実態調査事業 

県内民営事業所の労働時間、休暇制度、賃金制度等労働条件

の実態とその動向を把握して、労働施策のための基礎資料とす

るとともに、調査結果の広報、周知を通じて、労働条件、労働

者福祉の向上に資する。 

①対象 

県内の常用労働者を 30 人以上雇用する民営事業所のうち、抽

出した 1,600 事業所 

  ②調査項目（7月末日現在の実態） 

労働時間、休暇制度、休業制度、定年制、退職金制度、賃金

制度、男女共同参画の状況 など 
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２ 労働福祉費 

事業名 
予算額 

（千円） 
内 容 

勤労者福祉推進事業   820 ・ 労働者福祉活動推進事業 

  県内労働者の福祉活動を総合的に推進することを目的として

いる福島県労働福祉協議会が行う労福協サポート事業等を支援

し勤労者の福祉向上を図る。 

 

勤労者福祉融資事業 95,329 

(緒収入 

94,000） 

・労働者支援融資事業   

 県内の労働者を対象に、必要な資金を貸し付けることにより、

労働者の生活安定と福祉の向上を図る。 

（資料編 72 ﾍﾟｰｼﾞ参照） 

 

３ 雇用対策総務費 

事 業 名 
予算額 

（千円） 
内 容 

ふくしま産業人材確

保支援事業 

45,889 

(国庫 

5,481) 

 

 

県内企業における産業人材の確保を支援するため、首都圏から

本県への人材誘導及び県内人材の県内就職を促進する施策を実施

する。 

１ ふるさと福島就職情報センター運営事業 

  首都圏等から優れた人材を本県に誘導するとともに、県内人

材の県内就職を促進するため、東京、福島に「ふるさと福島就

職情報センター」を設置し、職業紹介や就職相談等を実施する。

２ 戦略的企業説明会開催事業 

  早期化する企業の採用活動に対応するとともに、輸送用機械

関連産業、半導体関連産業、医療福祉機器関連産業等の集積化

の方針に沿って理工系の学部の学生等に限定した「戦略的企業

説明会」を開催する。 

３ 企業見学ツアー事業 

  県内企業への就職を促進するため、県内の工業高校２年生、

県内外の大学３年生等に県内企業現場を見学させる「企業見学

ツアー」を実施する。 

４ 産業人材確保広報事業 

  県内外の産業人材を県内企業へと誘導するダイレクトメール

の発送や就職支援会社のバナー広告へ上記事業内容の掲載等の

広報事業を行う。 

新規大卒者等県内就

職促進事業 

1,494 本県産業の振興を担う優秀な人材の確保を図るため、県内企業

への就職を希望する大学生等を対象に就職ガイダンス等を開催す

る。 

１ 就職ガイダンス開催事業 

  新規大学等卒業予定者を対象に、東京都で就職相談と県内企

業の求人説明を行う就職ガイダンスを開催する。 

２ ふくしま大卒等合同就職面接会開催事業 

  就職未内定者を対象に、郡山市で企業の採用担当者と参加学

生との就職面接会を開催する。 

新規高卒者就職支援

事業 

 

 

 

943 

 

 

 

 

合同就職面接会を開催することにより、新規高卒者の県内企業

への就職促進を図るとともに、就職後の相談機関を明示したカー

ドを配付することにより、早期離職を防止し、職場定着の推進を

図る。 
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１ 新規高卒者就職面接会開催事業費 

県内企業の採用担当者、就職希望生徒及び就職担当教諭によ

る合同就職面接会を県内 6会場で開催する。 

２ 新規高卒者職場定着推進事業 

  新規高卒者に就職後の相談機関を明示したカードを配付する

ことにより、早期離職を防止し、職場定着の推進を図る。 

 

（一新）地域連携型ニ

ート自立支援事業 

 

1,920 

 

地域が連携してニートの社会的自立を支援するためのネットワ

ークを構築し、支援対象者の把握等に努めるとともに、「若者自立

カウンセラー」による直接訪問や民間団体への助言等を行う。 

 

障がい者地域就業ス

テップアップ事業 

4,079 

 

 

・障がい者就業サポートセンター設置運営委託事業 

障がい者の就職から職場定着にいたるまで関係機関（団体）が

実施している各種支援策をコーディネートして提供するととも

に、当該障がい者に職場実習により就業体験を実施する事業を社

会福祉法人に委託して実施する。 

職場適応訓練事業 

 

 

 

 

12,731 

(国庫 

6,346) 

 

 

中高年齢者・障がい者等の就職困難者の就職を促進するため、

受け入れ可能な事業所を開拓し、同事業所において訓練を行い、

作業環境に適応させ、訓練修了後は当該事業所に雇用させること

を前提に実施する。 

１ 職場適応訓練事業 

２ 職場適応訓練一般事務経費 

 

福島県雇用開発協会

補助金 

770 県内企業の自主的団体である社団法人福島県雇用開発協会を指

導・援助することにより、高齢化社会における高年齢者の雇用の

促進と安定、新規学卒者の県内定着、障がい者雇用の理解と促進

を図る。 

１ 若年労働力確保対策事業 

 (1)ホームページの運営 

 (2)ふくしま就職ガイダンスの後援等 

２ 高年齢者雇用就業対策事業 

(1)「雇用ジャーナル」の発行 

(2)「雇用支援の集い」の開催等 

３ 障がい者雇用促進事業  

(1)街頭キャンペーン等広報啓発活動の実施 

(2)「雇用支援の集い」の開催等 

 

シルバー人材センタ

ー連合会補助金 

9,686 県内シルバー人材センターに係る設置促進・普及啓発・広域化

を含めた育成指導を行う社団法人福島県シルバー人材センター連

合会に対しその運営費の一部を補助するとともに、平成 14 年度以

降に法人化又は広域化したシルバー人材センターに対し期限を付

して補助する。 

１ シルバー人材センター連合会補助金 

２ シルバー人材センター補助金 
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４ 緊急雇用対策費 

事 業 名 
予算額 

（千円） 
内 容 

（新）ふるさと雇用再

生特別基金事業 

2,000,000 
（繰入金 

2,000,000） 

国から新たに交付されるふるさと雇用再生特別交付金を基に造

成したふるさと雇用再生特別基金を活用することにより、地域求

職者に対して安定的な雇用機会の創出を図る。 

１ 民間企業等への委託事業 

  地域内のニーズ、今後の地域の発展に資すると見込まれる事

業を民間企業等に委託して実施し、雇用の機会を創出する。 

  新規雇用する労働者の雇用期間は、原則１年以上で更新可能。

２ 市町村補助事業 

  市町村が実施する上記１の事業に補助金を交付する。 

（補助率１０／１０） 

３ 正規社員一時金支給事業 

  本事業実施のために雇い入れた労働者を正規社員として雇い

入れた事業主に一時金を支給する。 

４ 地域基金事業協議会設置・運営等事業 

  福島県地域基金事業協議会を設置・運営するとともに、実施

事業の執行管理等を行う。 

（新）緊急雇用創出基

金事業 

1,800,000 
（繰入金 

1,800,000） 

国から新たに交付される緊急雇用創出臨時特例交付金を基に造

成した緊急雇用創出基金を活用することにより、離職した非正規

労働者等の一時的な雇用・就業機会を創出する。 

１ 民間企業等への委託事業 

  離職した非正規労働者等の一時的な雇用・就業機会を創出す

る事業を民間企業、シルバー人材センター等へ委託して実施す

る。 

２ 直接実施事業 

  離職した非正規労働者等の一時的な雇用・就業機会を創出す

る事業を県が直接実施（雇用）する。 

３ 市町村補助事業 

  市町村が実施する上記１、２の事業に補助金を交付する。 

（補助率１０／１０） 

４ 総合的就業・生活支援事業 

  離職を余儀なくされた者等求職者の生活の安定及び再就職の

促進を図るため、「求職者総合支援センター」を設置し、国と

連携して生活・就労相談を実施する。 

 

５ いきいきふくしま｢知恵と工夫のプロジェクト｣ 

事 業 名 
予算額 

（千円） 
内 容 

福島県新規高卒者就

職促進対策本部 

－ 

 

 

行政機関、経済団体及び教育団体が連携し、新規高卒者就職促

進対策プログラムを策定することにより、早期就職内定及び就職

内定率 100％の達成を目指す。 

 



 

 

 

 

 

産 業 振 興 総 室 
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○ 企業立地課 

【事務分掌】 

・ 室内の連絡調整に関すること。 

・ 工業開発の総合企画に関すること。 

・ 工業開発条例の施行に関すること。 

・ 企業（外資系を含む。）の立地促進に関すること。 

・ 工業用水に関すること。 

・ 工場立地法及び工業開発条例に基づく届出に関すること。 

・ 企業立地促進法に関すること。 

・ 立地企業の調整に関すること。 

・ 企業立地資金に関すること。 

・ 工業団地の整備等に関すること。 

・ 工場適地調査に関すること。 

・ 採石法及び鉱業法に関すること。 

・ 鉱害の防止及び復旧に関すること。 

・ 下請中小企業の振興に関すること。 

 

【事業計画】 

１ 工業開発促進費 

事業名 
予算額 

（千円） 
内 容 

戦略的企業誘致補助

金 

630,000 

(国庫 

630,000) 

知事のトップセールスによる積極的な企業誘致を展開するとと

もに、輸送用機械関連産業、半導体関連産業、医療福祉機器関連産

業等の集積を促進するため、当該企業が立地する際に必要な初期投

資の一部を補助する。 

なお、過疎地域等における誘致を強化するため、要件の緩和及び

補助率の嵩上げを行う。（地域活性化枠） 

輸送用機械関連企業

集積促進事業 

5,718 輸送用機械関連産業の集積を促進するため、知事によるトップセ

ールスの展開、産学官の連携による協議会の運営、展示商談会やセ

ミナーの開催等を行う。 

輸送用機械関連産業

連携事業 

2,361 本県の輸送用機械関連産業の振興を図るため、「とうほく自動車

産業集積連携会議」に参画し、企業間の交流・取引拡大を図ってい

く。 

福島県企業誘致推進

協議会事業 

3,000 県内の工業団地等への工場立地を促進するため、企業誘致に係る

情報の収集・管理、方策の検討等を行うとともに各種企業誘致活動

事業を展開する。 

企業誘致活動・広報強

化事業 

16,118 

(国庫 

14,330) 

本県の優れた立地環境を的確にアピールするため、雑誌・新聞等

への広告掲載やパンフレットの制作などにより企業のニーズに適

応した効果的な広報活動を行う。 

１ インターネットホームページ更新 

２ 雑誌・新聞等広告制作・掲載 

３ 企業誘致パンフレット作成 

４ 企業誘致ガイドマップ作成 

中核工業団地企業誘

致推進事業 

 

2,971 

(諸収入 

5) 

高付加価値型産業や研究開発機能の集積・誘導を目的として整備

した中核工業団地への企業誘致活動等の事業を実施する。 
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摺上川ダム管理費負

担金 

7,801 県北地域における工業用水需要対策として摺上川ダム管理事業

に参加し、工業用水の水源を確保する。 

摺上川ダムの維持管理に要する経費について、特定多目的ダム法

の規定によりダム建設負担率（負担割合 1.3％）に基づき負担する。

大川ダム管理費負担

金 

13,333 会津地域における工業用水需要対策として、大川ダム管理事業に

参加し、工業用水の水源を確保する。 

大川ダムの維持管理に要する経費について、特定多目的ダム法の

規定によりダム建設費負担率（負担割合 2.1％）に基づき負担する。

 

２ 地域振興費 

事業名 
予算額 

（千円） 
内 容 

工業団地等整備事業 84,252 

(国庫 

84,189) 

市町村等が行う工業団地整備に係る道路、用排水施設等の関連公

共施設の整備に要する経費に対して補助を行うことにより、工業の

開発を推進する。 

・（仮称）会津若松市新工業団地整備事業 

（場所：会津若松市、事業主体：会津若松市） 

・会津美里町新鶴工業団地整備事業 

（場所：会津美里町、事業主体：会津美里町） 

原子力発電施設等周

辺地域企業立地支援

事業 

1,055,722 

(国庫 
1,055,722) 

原子力発電施設が設置されている市町村又はその周辺市町村に

立地する企業に対し支払電気料の一部を給付金として交付するこ

とにより、原子力発電施設等周辺の電源地域の振興を図る。 

 

３ 工業用水道事業費 

事業名 
予算額 

（千円） 
内 容 

工業用水道事業繰出

金 

613,955 企業局が行っている相馬工業用水道事業及び好間工業用水道事

業に財政的支援を行うことにより、その経営の健全化を図る。 

１ 支援の内容 

  負担金及び出資金の繰出しを行う。 

２ 対象事業 

相馬工業用水道事業、好間工業用水道事業 

 

４ 鉱業対策費 

事 業 名 
予算額 

(千円) 
内 容 

休廃止鉱山坑廃水処

理事業 

3,926 休廃止された鉱山から排出される坑廃水を処理する事業者に対

し、その経費の一部を補助金として交付する。 

 ・補助対象：八総鉱山（南会津町） 

鉱業振興事業 2,598 

(手数料 

832) 

採石業について採石法に基づく災害の未然防止指導を行うとと

もに、鉱業法第 24 条により鉱業権出願の調整等を図る。 

１ 採石災害の防止事業 

県内約 170 箇所に及ぶ岩石採取場について立入検査を実施し、

法令・技術等の指導を徹底することにより、採石災害を未然に防

止する。 

２ 鉱業の振興事業 

鉱業法第 24 条の規定に基づき県知事に協議がなされた鉱業権

の出願について、鉱業と一般公益及び他産業との調整を図る。 
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５ 中小企業振興費 

事 業 名 
予算額 

（千円） 
内 容 

中小企業経営資源強

化対策推進事業 

（県中小企業支援セ

ンター運営事業） 

40,222 

 
多様で活力ある中小企業の育成・発展を図るためには、中小企業

が独創性・機動性等を発揮して、新たな事業活動を展開していくこ

とが重要である。 

 本県の中小企業支援センターである(財)福島県産業振興センター

に補助することにより、県内中小企業の経営ノウハウ、技術、人材

又は市場情報等の経営資源の充実強化を図る。  

１ 支援体制円滑化事業  

２ 全国中小企業取引振興協会事業 

３ 窓口相談等事業  

４ 取引情報提供事業  

５ 首都圏発注企業情報収集提供事業 

６ 指導員及び指導補助員設置 
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○産業創出課 

【事務分掌】 

・ 新事業の創出促進に関すること。 

・ 中小企業新事業活動促進法に関すること。 

・ 工業技術の振興に関すること。 

・ 工業に関する研究開発の支援に関すること。 

・ 発明考案の奨励及び知的財産権に関すること。 

・ ハイテクプラザに関すること。 

・ 郡山地域高度技術産業集積活性化推進計画に関すること。 

・ 産学官の連携に関すること。 

・ 科学技術の振興に関すること。 

・ (財)福島県産業振興センターの技術支援に関すること。 

・ (財)郡山地域テクノポリス推進機構に関すること。 

・ (財)ふくしま科学振興協会に関すること。 

【事業計画】 

１ 工業振興費 

事業名 
予算額 

（千円） 
内 容 

中小企業経営革新計

画支援事業 

507 

 

 中小企業を取り巻く経営環境は、グローバル経済化での競争激

化や情報技術の進展等、大きく変化しており、このような中、こ

れら経営環境の変化に即応して、今日的な経営課題に取り組む中

小企業者の経営革新を全業種にわたって幅広く支援する。 

・中小企業経営革新計画指導等事業  

  中小企業新事業活動促進法に基づき、中小企業者等の作成し

た経営革新計画の承認審査、中小企業者等に対する同法の啓

発・指導及び、関係機関との連絡調整を行う。 

戦略的ものづくり技

術移転推進事業 

2,826 ハイテクプラザが、県内外大学、国公立試験研究機関及び企業

等と連携して、ものづくりに関する研究開発及び研究成果の移転

に一体的に取り組む。 

１ 短期研究開発事業 

 緊急に解決すべきものづくりに関する課題について、県内企

業より公募を行い、ハイテクプラザを中心に大学教授や国公立

試験研究機関研究員を外部講師として活用するなど、各関係機

関と連携しながら研究開発を実施し、技術移転する。 

２ ものづくり ORT 型技術移転事業 

 ハイテクプラザに、ものづくりに関する技術分野ごとに、県

内中小企業従業員等を研修生として受け入れ、ハイテクプラザ

研究員の指導のもと、研究開発等に取り組むことにより、研修

生の技術力向上を図る。 

３ 巡回出前技術相談・移転事業 

 ハイテクプラザから地理的に離れた地域に出向き、技術相談、

技術移転を実施する。 

半導体関連産業集積

事業 

7,416 半導体関連産業の一層の集積を促進するため、産学官が連携し

た福島県半導体関連産業協議会を中心として、知事のトップセー

ルス、展示会への出展、研究会の開催、取引拡大や新製品開発の

ためのコーディネート活動等を実施する。 
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ふくしま産学官連携

推進事業 

2,063 本県における地域資源を活用し、新製造技術、環境、ＩＴ、食

品分野において、産学官連携による研究開発との成果を活用し、

事業化を促進するために、産学官の機関が一同に会し、地域にお

ける新たな産業の集積を目指す。 

１ 産学官連携推進会議及びマッチングフェア開催 

  事業の具体的な進捗管理や取り組み方針の検討を行うととも

に、地域内における連携推進、大学の先端シーズとのマッチン

グによる新技術・新製品開発を図るため、地域内企業、大学等

とのマッチングフェアを同時開催する。 

２ 産学官連携アドバイザー設置 

  学の考え方を熟知し、教育界、産業界に精通した方を産学官

連携アドバイザーとして委嘱し、県の産学官連携に対する総合

的な指導助言を行う。 

３ 研究会開催事業 

  産学官で構成される研究会を支援し、多様なテーマを探る。

 

受託研究事業 3,177 

(諸収入 

3,177) 

ハイテクプラザが県以外の研究機関や企業から委託を受けて、

各種研究を実施する。 

１ 超小型部品鉛フリー実装細密溶接技術の開発 

 （戦略的基盤技術高度化支援事業） 

２ 過熱水蒸気による生鮮果実の高品質殺菌技術の開発 

 （「高原微生物の迅速検出技術及び効果的な殺菌・制御技術開

発」） 

３ 機能性シリコーン中空糸膜による簾織り技術開発 

（地域イノベーション創出総合支援事業） 

地域活性化共同研究

開発事業 

5,033 

(国庫 

4,529) 

県内企業が共通に直面している技術課題に対して、ハイテクプ

ラザを中核に企業と共同で研究開発を行う。 

・組込応用製品の高機能化・高信頼に関する研究 

  高機能な自動化装置を容易に開発するために必要な制御用マ

イクロコンピューターボードを開発し組込み開発の効率化を図

る。 

産業技術支援事業 65,839 

(使用料・手数

料 9,026) 

工業技術に関する試験・研究・指導のほか、施設・機器の開放、

研修による人材育成、依頼試験の分析、情報提供などを行う。 

１ (財)福島県産業振興センター技術支援部運営補助事業 

  (財)福島県産業振興センター技術支援部に係る人件費補助。

２ ハイテクプラザ管理等委託事業 

ハイテクプラザ本館棟の一部施設及び設備の管理業務等を

(財)福島県産業振興センターに委託する。 

試験研究機関ネット

ワーク事業 

1,122 本県が設置している試験研究機関の横断的な連携等について協

議等を行い、共同研究や研修事業等を通じて、本県独自技術の開

発を目指すとともに、試験研究課題の評価を行う。 

１ 科学技術調整会議等の開催 

 県が設置している９の試験研究機関が連携し、単独では解決

困難な課題に的確かつ迅速に対応するため、副知事を委員長に

して調整を行う会議を開催する。 

２ 共同研究事業 

各機関単独では解決困難な課題について共同研究を実施す

る。 

   例：キリの成長促進や病害虫抵抗性を発現する土壌微生物

の解明ほか１課題 

３ 試験研究評価事業 

  試験研究の効率化と活性化を図るため、研究評価を実施する。
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科学技術振興事業 2,929 有識者からなる科学技術推進会議の開催やハイテクプラザの課

題検討、発明奨励等に関する各種事業の実施等、本県科学技術の

振興を図る。 

１ 科学技術推進会議開催事務費 

専門的な意見・提言を受けるため、有識者からなる科学技術

推進会議を開催する。 

２ 発明奨励事務費 

３ ハイテクプラザ業務運営委員会開催経費 

４ ハイテクプラザ課題別検討会議開催経費 

５ 技術研究会開催事務費 

６ ハイテクプラザ業務運営委員会等開催事務経費 

７ 産業技術支援事業事務費 

８ 科学技術推進活動支援事業事務費 

９ 公募型ものづくり短期研究開発事業事務費 

10 産学官連携のつどい負担金 

ふくしま次世代医療

産業集積プロジェク

ト「発展型」 

35,241 

(繰入金 

26,000) 

 うつくしま次世代医療産業集積プロジェクト（H17～19）で得ら

れた成果（試作品）の迅速な製品化を目指し、製品実現に向けた

支援を実施する。 

 また、既存産業の高度化（異業種の医療機器産業への新規参入）

を促進することにより、医療機器メーカーをターゲットとした販

路拡大を図る。 

１ 製品実現支援事業 

 ① 製品試作支援・安全性試験支援 

   医療福祉機器の製品化のために必要な製品試作、安全性試

験に関する支援を企業に対して実施する。 

② 薬事法許認可支援 

県内の中小加工等メーカーの医療機器産業への新規参入を

促進するため、企業に対し、薬事法セミナー、薬事担当者養

成講座及び個別コンサルテーションを実施する。 

２ 医療機器設計・製造産業販路拡大事業 

 ① 医療機器の設計・製造を目指す県内企業群の販路拡大を支

援するため、東京・大阪において全国医療機器メーカーを対

象としたビジネスマッチング会を実施する。 

 ② 国内唯一の医療機器設計製造展示会「メディカルクリエー

ションふくしま 2009」を県内において開催し、医療機器立県

ふくしまを全国にＰＲするとともに、県内企業の販路拡大を

図る。 

ふくしま森の科学体

験センター事業 

10,500 新しい時代の科学技術の振興を担う創造性あふれた人づくりと

科学技術に対する正しい理解を図るため、(財)ふくしま科学振興

協会が行う次の事業に対し、補助金を交付する。 

１ 科学技術に対する正しい知識と認識の定着を図るための事業

２ 生物、文化、環境、科学等に関する教育普及に関する事業 

３ 自然科学情報資料の収集及び調査研究に関する事業 

４ ふくしま森の科学体験センター（ムシテックワールド）の利

 活用に関する事業 
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知的財産活用推進事

業 

6,319 知的財産を有効に活用しながら、新たな産業を創出していく知

的創造サイクルの確立を目指した施策の展開を図り、新たな産業

創出を推進する。 

また、知的財産を核とした企業戦略を支援し、新事業の創出の

促進を図る。 

１ 知的財産活用推進事業補助金 

 福島県知的所有権センターを設置する(社)福島県発明協会県

支部に対して、次の事業に係る補助金を交付する。 

(1)特許流通支援事業  

   特許等の流通を促進するための相談等を行う。 

(2)特許情報有効活用支援事業  

   特許等の知的財産に関する情報の提供など、特許等の情報に

 関する有効活用を支援する。 

(3)発明奨励事業 

  発明考案の奨励、創意工夫の高揚及びこれらの実用化を促進

  することにより、科学技術の振興を図る。 

（新）知的財産「ふく

しま宝の山」事業 

2,255 本県の中小企業が保有する技術の利用促進と競争力のある独自

商品の開発促進に向け、知的財産の総合支援機関を設置するとと

もに、県内の知的財産に関する機関の連携によるプラットフォー

ムを活用し、県内産業基盤の強化を図る。 

 

公募型新事業創出プ

ロジェクト研究事業 

8,283 

(国庫 

7,678) 

大学や県内企業等から事業化の高いアイデアを公募し、新商品

として開発する。 

１ 窒素固溶によるステンレス鋼の高機能化に関する研究開発 

  ステンレス鋼の窒素濃度を高めることにより、高機能、高耐

 食、有害なニッケルを含まないステンレス鋼を開発する。 

２ 新エネルギー用マイクロ発電システムの開発 

  風力や水力を活用した小型発電機、新たな電力変換システム、

インターネットを利用した分散電源制御システムを開発する。

 

産業廃棄物抑制及び

再利用技術開発支援

事業 

 

20,144 

(繰入金 

20,144) 

環境、省資源の観点から、廃棄物を抑制し、リサイクルを進め

ることが喫緊の課題であることから、この分野にかかる県内製造

業者等の技術開発を支援することにより、新事業への進出を促す。

 

２ 産業高度化推進費 

事業名 
予算額 

（千円） 
内 容 

戦略的地域産業高度

化事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

2,468 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 立地企業や地場企業の問題解決や意見交換・情報交換を図るた

め、地方振興局単位で地域の実情に合わせて、企業、教育機関、

市町村等産学官連携による地域産業高度化会議を設置し、地域の

ニーズを顕在化させるとともに、産産連携や産学官連携を推進す

ることで、立地企業と地場企業の取引拡大や技術の高度化等を中

心とした地域経済の活性化を図る。 

１ 地域産業高度化会議開催事業 

  産学官（産業界については企業のトップ）が一堂に会する会

議を開催して情報交換、意見交換を行い、地域共通の課題の洗

い出しを行う。 

２ 地域産業資源活用促進支援事業 

  地域企業間の交流と取引拡大を促進するため、各振興局単位
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で各企業をＰＲする場を設定するとともに、地域企業のスキル

アップを図るための研修会を開催する。 

 

（新）ふくしまチャレ

ンジャー支援事業 

2,914 起業を目指す方や起業家を育成する環境、新たな技術を身につ

けようとする人材、新商品の開発に努める事業者等、明確な目標

に向け挑戦する方々を支援する。 

１ 起業家育成事業 

 起業を目指す県民を対象に、実践的な経営に関する知識の習

得とインキュベートルームの入居に繋がる起業者を育成するた

め、起業家アカデミーを開催する。 

また、県内インキュベート施設の入居企業及び卒業企業を対

象に、マッチングや資金調達などビジネスに直結する支援を目

的として、県内の起業成功者や金融機関で構成するドリームサ

ポーターと交流会を開催する。 

２ インキュベーション推進事業 

   インキュベーションシステムの全県的な発展を図るため、福

島県インキュベート施設ネットワーク協議会を運営するととも

に、東北ＩＭ連携協議会等に参加し、情報交換や事例研究を行

い、他地区における実施状況や国の動向を把握する。 

３ うつくしま新商品認定・販路開拓支援事業 

 知事の認定を受けた商品を随意契約の方法により買い入れる

ことを可能とする新商品認定制度の認定を行うとともに、当該

認定商品について県独自の販路開拓支援を実施する。 

４ 組込み技術者養成事業 

  本県ＩＴ産業の振興や産業の高度化、県内企業の競争力の向

上等を通じて地域経済を活性化するため、工業製品の競争力の

源泉である組込みシステムの開発が出来る技術者を育成する講

座を開催する。 

 

インキュベートルー

ム（起業支援室）運営

事業 

22,848 

(使用料・手数

料 2,937) 

 コラッセふくしま福島駅西口インキュベートルームにおいて、

創業者及び創業間もない方を対象に、活動場所を安価に提供する

とともに、インキュベーションマネージャー（専門支援員）によ

る経営課題への相談対応を行うことにより、地域雇用の確保及び

地域経済の活性化を図る。 

 

郡山地域高度技術産

業集積活性化推進事

業 

7,415 

(分担金・負担

金   24) 

平成12年に策定された「郡山地域高度技術産業集積活性化計画」

に基づき、当該計画の推進母体である(財)郡山地域テクノポリス

推進機構を中心とし、将来成長が見込まれる重点４分野を中心に、

積極的な振興を図る。 

１ 郡山地域高度技術産業集積活性化推進事業 

重点４分野（「情報通信関連分野」、「福祉医療関連分野」、「環

境関連分野」、「新製造技術関連分野」）を中心に研究会・交流会

を開催するほか、「ふくしまユニバーサルデザインフェスティ

バル」の開催に必要な経費を補助する。 

２ 郡山地域テクノポリス推進機構管理費負担金 

３ 郡山地域高度技術産業集積活性化推進協議会 

 郡山地域高度技術産業集積活性化計画を円滑に推進するた

め、集積地域の産業界、学会の代表、県、市町村により構成さ

れる標記協議会を設置し、会議を開催する。 
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ふくしま発製造業新

連携推進事業 

1,800 製造業を中心とした産業集積をもとに、他地域のメーカー企業

等の事業提携など、地域を越えた強みを結集した事業の構築を推

進することによりビジネスとしての市場優位性を確保し、県経済

の活性化に資するため、企業等の連携を調整し事業を作り込んで

いく専門人材（プロデューサー）の設置等の事業を実施する。 

・補助先：(財)郡山地域テクノポリス推進機構 

 

３ ハイテクプラザ費 

事業名 
予算額 

（千円） 
内 容 

ハイテクプラザ地域

連携促進事業 

789  身近な地域住民及び産業界や大学、NPO、企業等と幅広く連携を

深めることにより、工業技術の重要性並びに連携による新たな産

業創出の醸成を図る。 

・ サイエンス教室開催事業 

  児童を対象に施設を開放し、見学会、簡単な実験等を行う。

ハイテクプラザ研究

開発事業 

2,052 

(諸収入 37) 

県内企業からハイテクプラザに対する技術的支援の要請に対応

するため、次の研究開発事業を行う。 

１ 福島県オリジナル吟醸酒の高品質化 

２ 機能性アパレル衣料副資材の開発 

３ 農商工連携による県産果実の多面的利活用 

ハイテクプラザ試験

指導普及事業 

10,473 

(使用料・手数

料  9,143 
財産収入 

1,330) 

技術的な諸問題の解決を図るとともに、依頼試験の実施やハイ

テクプラザの施設・設備を開放することにより県内企業の技術開

発や新商品開発を支援する。 

１ 技術指導等事業 

２ 依頼試験事業 

３ 産業技術連携推進会議開催事業 

４ 技術力向上支援事業 

５ 酵母頒布事業 

産業廃棄物減量化・再

資源化技術支援事業 

29,317 

(繰入金 

29,317) 

 

 産業廃棄物対策並びに循環型社会の構築は、県の重点課題であ

ることから、産業廃棄物排出事業者等による廃棄物の減量化・再

資源化の取組みを、ハイテクプラザが技術面から支援する。 

・酸化セリウム系ガラス研磨剤のリサイクル他１課題 

ハイテクプラザ企画

情報事業 

5,600 

 

ハイテクプラザ及び各技術支援センターにおいて、研究業務、

指導業務等の企画立案、調整を行うとともに、次の事業を行うこ

とで人材と技術のネットワークを整備し、情報の収集・提供体制

を強化する。 

・次世代ネットワーク整備事業 

ハイテクプラザ機器

整備事業 

57,801 

（国庫 

29,430 
使用料・手数

料  28,371) 

技術相談、技術指導、施設・設備の開放、試験研究等の機能の

充実を図るため、ハイテクプラザ及び各技術支援センターに必要

な機器を整備する。 

１ 機器リース事業 

２ 機器購入事業 

３ クラスターリーディング産業支援事業 

  「ふくしま型産業クラスター」形成のリーディングプロジェ

クトのための機器を整備する。 
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○商業まちづくり課 

【事務分掌】 

・ 商業の振興に関すること。 

・ 中心市街地の活性化に関すること（他課の所掌に属するものを除く）。 

・ 新しいまちづくりのビジョンに関すること。 

・ 商業まちづくり推進条例に関すること。 

・ 大規模小売店舗に関すること。 

・ 中小企業の流通の効率化に関すること。 

【事業計画】 

１ 商業振興費 

事 業 名 
予算額 

(千円) 
内 容 

活力ある商店街支援

事業 

14,339 地域の特色を活かし、まちづくりの観点に立った商店街の活性化

を推進するため、商店街の置かれている現状、課題に即した戦略の

構築を促進するとともに、空き店舗対策の事業に取り組む商店街等

に対して支援する。 

１ 空き店舗対策事業 

  商店街の魅力向上のため、商店会等が空き店舗対策事業を実施

する場合に、市町村を通して補助金を交付する。 

２ 中心市街地活性化推進事業 

  街なか再生プロジェクトチームを設置し、関係部局が連携しな

がら、市町村が行う中心市街地活性化基本計画策定支援、計画に

基づく事業推進の支援のほか、まちづくり支援体制の強化等を行

う。 

３ 商業振興・商店街活性化促進事業 

商店街の現状と課題に関する客観的な認識等を促すとともに、

商店街の課題を直視して新たな取組みを行おうとする商店街を

支援する。 

（新）消費購買動向調

査 

2,081 県内の商圏構造及び消費購買動向等の実態を把握することによ

り、今後の商業施策の参考とするため、県内全世帯数の 3.5％にあ

たる約 24,000 世帯を対象に調査票（マークシート）によるアンケ

ート調査を実施し、県内消費者の購買動向の分析を行う。 

中心市街地商業活性

化推進事業 

200,001 
(助成枠 

6,000 千円程

度) 

 

※独立行政

法人中小企

業基盤整備

機構に対す

る基金原資

の償還 

（定期償還 

2 億円） 

(諸収入 

200,000) 

(財)福島県産業振興センターに設置している基金の運用益によ

り、中心市街地活性化基本計画(*）に定める中心市街地の区域内に

おいて中心市街地活性化協議会構成員等（１の事業のみ中心市街地

活性化協議会を設立しようとする団体も可）が中小商業の活性化の

ために行う次のソフト事業を支援する。 

１ コンセンサス形成事業 

  地域住民、地権者、商業関係者等の合意形成のための委員会、

説明会等の開催等 

２ テナントミックス管理事業 

  商店街に必要な業種・業態のテナントが空き店舗に入居する際

の家賃補助 

３ 広域ソフト事業 

広域スタンプ事業、商品券発行事業、マーケティング事業等 

４ 事業設計・調査・システム開発事業 

  複合カードシステム、共同駐車場の運営・管理システム等の実

施可能性調査 
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（＊） 中心市街地活性化基本計画とは、平成 18 年 8月に施行された

改正中心市街地活性化法に基づくものを指す。 

 

商業まちづくり推進

条例施行費 

1,527 小売商業施設が適正に配置された「持続可能な歩いて暮らせるま

ちづくり」を推進するため、適正な土地利用と商業振興に一体的に

取組む商業まちづくり基本構想を策定する市町村に対し、モデル市

町の基本構想策定の成果を踏まえ、商業まちづくり審議会と連携し

て必要な助言等の支援を行う。 

１ 商業まちづくり審議会運営費 

  特定小売商業施設の新設届出等について、広域の見地からその

立地適否を判断するため、第三者機関である商業まちづくり審議

会を開催し、各分野の専門家からの意見等を調整する。 

２ まちづくり構想策定促進事業 

  市町村が基本構想策定に当たって課題としている事項の解決

策の一つとして、基本構想策定を行う市町村に対し、県が必要な

助言等を行えるように取りまとめた、モデル市町における基本構

想の策定経過等を踏まえ、市町村に対し、基本構想策定の促進や

基本構想の役割や住民等の参画・周知の方法など必要な助言等を

行う。 

 

大型小売店舗関係法

施行費 

2,583 大規模小売店舗立地法に基づき届出のあった大規模小売店舗に

ついて、周辺地域の生活環境の保持のために設置者が配慮すべき事

項について調査審議を行う。 

１ 大規模小売店舗立地法届出受理・指導 

店舗面積 1,000 ㎡を超える大型店の新設及び変更届出等に係

る指導等 

(1)届出書の受理、公告・縦覧 

(2)市町村の意見聴取 

(3)設置者に対する県の意見通知 

(4)勧告、公表 

２ 大規模小売店舗立地審議会の運営 

出店に伴う周辺地域の生活環境への影響についての調査審議 

 

２ いきいきふくしま｢知恵と工夫のプロジェクト｣ 

 

事 業 名 
予算額 

(千円) 
内 容 

歩いて暮らせる新し

いまちづくり促進事

業 

－ 「誰もが安心して暮らしやすい魅力的で持続可能なまちづくり」

の実現を目指し、「歩いて暮らせる新しいまちづくりビジョン」

（平成 20 年 9 月策定）の考え方や 5 つの実行戦略により市町村等

が行う主体的・継続的なまちづくりを県内 4市で実施した社会実験

のノウハウを生かし、関係部局との連携の上、地域の実情に応じた

支援を行う。 

１ 新しいまちづくりビジョンの普及と各種情報提供 

２ 多様な主体の連携支援 
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○産業人材育成課 

【事務分掌】 

・ 県立テクノアカデミー及び県立高等技術専門校に関すること。 

・ 認定職業訓練に関すること。 

・ 離転職者等の職業能力開発に関すること。 

・ ものづくり技能の振興に関すること。 

・ 職業訓練指導員の試験及び免許に関すること。 

・ 技能検定に関すること。 

・ 福島県職業能力開発協会、福島県技能士会連合会、地域職業訓練センターに関すること。 

【事業計画】 

１ テクノアカデミー費（職員費を除く） 

事業名 
予算額 

（千円） 
内 容 

ものづくり高度化人

材育成事業 

300,940 

（国庫  
 253,827 

県債 

8,500） 

 急激な技術革新に対応できる高度な知識・技術を備えた産業人

材の育成を図るため、高等技術専門学校を改編し、新たに設置す

る短期大学校の専門課程とこれまでの普通課程を併せ持つテク

ノアカデミーとして整備を行う。 

 平成２１年度は、会津・浜高等技術専門校の実習棟の改修工事

及び機器整備等を行う。 

 （１）会津・浜校の改修工事  

  （２）会津・浜校の専門課程訓練に必要な機器整備 等    

職業能力開発運営費 100,089 

（国庫 
 21,457 

使用料・手数

料   21,006 

諸収入 

1,492） 

地域産業のニーズにこたえる人材を育成するため、県が設置し

ているテクノアカデミー郡山、会津・浜高等技術専門校の運営を

行う。 

 ・内容 

  (1)産業人材育成推進協議会の運営 

  (2)無料職業紹介事業 

 (3)庁舎管理委託等の実施            等        

（新）短大校専門課程

訓練実施事業 

9,025 

（国庫 
 2,354 

手数料 

4,147） 

急激な技術革新に対応できる高度な知識・技能を備えた産業人

材の育成を図るため、テクノアカデミー郡山職業能力開発短期大

学校において、高校卒業者等を対象に２年間の高度職業訓練を実

施する。 

 ・内容 

  ２訓練科（精密機械工学科・組込技術工学科）で実施する。

  (1)専門課程訓練の訓練に係る経費 

 (2)非常勤講師の配置 

 ・定員 

  ５０名（精密機械工学科：20 名  組込技術工学科：30 名）

能開校普通課程訓練

実施事業 

57,956 

（国庫  
  21,098 

使用料・手数料 

9,172 

諸収入   84） 

 地域産業の発展を支える技能者の育成を図るため、テクノアカ

デミー郡山職業能力開発校及び会津・浜高等技術専門校におい

て、高校卒業者等を対象に２年間の普通職業訓練を実施する｡ 

 ・内容 

  １１訓練科で実施する。 

(1)普通課程訓練の訓練に係る経費 

 (2)技能照査の実施 

(3)卒業研究の実施 

(4)非常勤講師の配置 

・定員  

３７５名 
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（新）短大校職業訓練

指導員研修事業 

2,561 

(国庫 

 848） 

職業能力開発短期大学校においては、新技術への対応能力、問

題解決能力、企画・立案能力等が求められることから、このよう

な状況に対応して職業訓練指導員の資質の向上を図るため、専門

課程を担当する職業訓練指導員に対して民間企業や高等教育機

関等へ派遣し研修を行う。 

１ 高度専門技術研修 

  (1)大学等派遣研修 

  (2)先進企業派遣研修 

２ 専門課程一般研修 

  (1)専門課程指導技法研修 

 (2)新任（専門技術）研修 

能開校職業訓練指導

員研修事業 

805 

（国庫 

401） 

 技術革新の進展や産業構造の変化等、経済社会の変化に伴い訓

練ニーズも高度化、多様化している。このような状況に対応して、

職業訓練指導員の資質の向上を図るため、普通課程を担当する職

業訓練指導員を民間企業や高等教育機関等へ派遣し研修を行う。

１ 専門技術研修 

 (1)企業派遣研修 

 (2)職業能力開発総合大学校派遣研修 

２ 普通課程一般研修 

 (1)普通課程指導技法研修 

 (2)新任（技術）研修 

（新）短大校施設設備

整備事業 

1,023 

（国庫    91 
使用料 

379) 

テクノアカデミー郡山職業能力開発短期大学校の専門課程訓

練科において、職業能力開発促進法に基づく訓練機器及び地域産

業界のニーズに対応する人材育成に必要な訓練機器等を整備す

る。 

 ・機器整備等事業 

   (1)普通課程から引き継ぐ機器等の修繕等 

   （郡山校 精密機械工学科：正面フライス、エンドミル再

研磨） 

  (2)コンピュータ教育環境整備 

   （郡山校 組込技術工学科：ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ回線接続） 

能開校施設設備整備

事業 

3,064 
(国庫  

  1,131 
使用料 

1,188) 

テクノアカデミー郡山職業能力開発校及び会津・浜高等技術専

門校の普通課程訓練科において、職業能力開発促進法に基づく訓

練機器及び地域産業界のニーズに対応する人材育成に必要な訓

練機器等を整備する。 

 ・機器整備等事業 

 (1)訓練に必要な機械器具、計測器等の整備 

  （郡山校 ﾃﾞｼﾞﾀﾙｾｵﾄﾞﾗｲﾄなど）  

  (2)現有する機械器具の修繕 

  （郡山校 半自動溶接機） 

  (3)コンピュータ教育環境整備 

  （会津校、浜校：ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ回線接続） 

（新）短大校技能向上

訓練実施事業 

123 
(諸収入 123) 

地域企業の事業の高度化等のニーズに対応するため、テクノア

カデミー郡山職業能力開発短期大学校において、企業在職者等を

対象とした短期間の高度な技能向上訓練を実施する。 

 ・内容                                        

  ３コース 定員：３５名 

能開校技能向上訓練

実施事業 

5,080 

（国庫 
  2,639 

諸収入 

2,354） 

 地域企業の事業の多角化等のニーズに対応するため、テクノア

カデミー郡山職業能力開発校及び会津・浜高等技術専門校におい

て、企業在職者等を対象とした短期間の技能向上訓練を実施す

る。 

 ・内容 
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３９コース 定員５１５名 

離職者等再就職訓練

事業 

270,475 

（国庫 
270,404 

諸収入 71） 

１ 離職者等再就職訓練事業 

  ・内容 

  離職者等求職者の早期就職を支援するため、公共職業安定所

長から受講あっせんを受けた離職者等に対して介護分野など

多様な職業訓練を委託により実施する。 

・定員 １，１８０名 

２ 母子家庭の母等の職業的自立促進事業 

・内容 

公共職業安定所長から受講あっせんを受けた就労経験がな

いか又は就労経験に乏しい母子家庭の母等を対象に、委託によ

り多様な職業訓練を実施する。 

・定員 １０名 

若年者職業訓練事業   5,292 

（国庫 

 5,292） 

１ 若年者職業訓練事業（委託訓練活用型） 

  フリーター等の就労が不安定な若年者に、民間教育訓練施設

での教育訓練（学科・実技）と企業実習（研修）を組み合わせ

た教育訓練を実施する。 

(1)実施校   会津高等技術専門校、浜高等技術専門校 

(2)訓練定員  ２０人 

(3)訓練コース ビジネス基礎事務科、ビジネスパソコン実務科

(4)訓練期間  ４か月（座学３か月＋企業実習１か月） 

２ 就職力ステップアップ講座事業 

   安定した就労を志向しているもののコミュニケーション能

力や基礎的なビジネスマナーの取得が不十分なため就職が困

難な若年者に対し、就職のための基礎能力を体系的に付与する

講座を実施する。 

(1)訓練定員 ４０名 

(2)ｶ ﾘ ｷ ｭ ﾗ ﾑ  コミュニケーション能力、ビジネスマナーなど

(3)訓練期間 ５日間（３０時間） 

障がい者委託訓練事

業 

43,047 

（国庫 
   42,947 
諸収入 

100） 

障がい者の一般雇用への移行を促進するため、以下の就労支援

を行う。 

１ 障がい者委託訓練事業 

  障がい者の雇用促進に資するため、企業、社会福祉法人、NPO、

民間教育訓練機関等地域の多様な委託先を活用し、職業訓練を

実施する。 

 (1)実施校 テクノアカデミー郡山、会津高等技術専門校、浜

高等技術専門校 

 (2)訓練定員  ７５名 

 (3)訓練期間  1 か月～３か月 

 (4)訓練科名  パソコン実務科、ワークアシスト科 等 

２ 障がい者職業能力開発事業 

テクノアカデミー郡山を活用し、障がい者職業訓練の地域拠

点整備を図るとともに、知的障がい者を対象とした職業訓練を

実施する。 

(1)実施校   テクノアカデミー郡山 

 (2)訓練定員  ３０名 

 (3)訓練科名  総合実務科 

 (4)訓練期間  ６か月×２回 



 74

障がい者等訓練手当

支給事業 

17,385 
(国庫 8,692) 

 公共職業安定所長より受講指示を受けた障がい者や母子家庭

の母等の就職が困難な求職者が、公共職業能力開発施設の行う職

業訓練を受講する場合に、訓練手当を支給し、当該求職者が就職

に必要な知識や技能を習得することにより、就職促進を図る。 

 ・手当の種類 

基本手当、受講手当、通所手当、寄宿手当 

  

 

２ 職業訓練指導費 

事業名 
予算額 

（千円） 
内 容 

ものづくり推進事業 3,428 優れた機能にうつくしいデザインを併せ持つ「うつくしいも

のづくり」の理念に基づく製品開発を促進し、売れるものづく

りの推進を図る。 

  また、若年技能者の技能水準の向上など、ものづくりの基盤

育成や卓越技能の保存継承を図り、技能尊重社会の形成に資す

る。 

 

１ うつくしまものづくり大賞事業 

   「うつくしいものづくり」の理念に基づく製品開発を促進

し、 売れるものづくりの推進を図る。平成 21 年度は第 3回

入賞製品（平成 20 年度実施）の首都圏等における販売促進支

援や製品のデザイン力向上のための支援を行う。 

２ 技能五輪全国大会参加支援事業 

    技能五輪全国大会の参加を促進し、次代を担う技能者の技

能水準の向上等を目的に福島県職業能力開発協会が実施する

技能五輪全国大会参加促進事業に対して補助金を交付する。 

３ ものづくり夢工房事業 

  広く県民に、県内の職人等の技を公開するとともに、主に

児童を対象としたものづくり体験を行うことにより、技能の

重要性・魅力を伝える。 

技能尊重推進実施事

業 

  2,487 
（国庫 494 

手数料 

  473） 

１ 卓越技能者等表彰事業 

卓越した技能者等を表彰することにより、産業の振興及び

技能水準の向上を図る。 

(1)卓越技能者等表彰式日程   平成２１年１１月 

(2)場 所   福島市 

２ 事業内職業訓練指導事業 

  職業訓練が合理的、効果的に実施されるよう、認定職業訓

練施設等への指導等を実施する。 

３ 職業訓練指導員試験事業 

技能者の養成を図るためには優秀な職業訓練指導員の確保

が必要であることから、指導員免許を付与するための試験を

実施する。 

(1)実施職種 

    学科試験：指導方法（全職種） 

(2)受験資格 

    １級技能検定合格者等 

(3)実施時期 

    平成２１年９月 

 

(4)実施場所 

    郡山市 



 75

 

福島県認定職業訓練

費補助事業 

42,309 

 (国庫 

21,154) 

認定職業訓練の促進を図るため、普通課程または短期課程の

普通職業訓練を行う中小企業事業主またはその団体等に対し、

認定職業訓練事業の運営に要する経費の一部を補助する。 

福島県職業能力開発

協会補助事業 

45,103 

(国庫 

22,551) 

 技能検定の実施や民間における職業能力開発の振興を図るた

め、県職業能力開発協会に対して、その運営費の一部を補助す

る。 

・ 福島県職業能力開発協会補助事業 

(1)管理費の補助                                         

    協会の管理運営に要する経費の一部を補助する。        

(2)事業費の補助                                         

    技能検定、認定職業訓練支援の事業に要した経費の一部を

補助する。 

【福島県職業能力開発協会の主な事業】 

  (1)技能検定の実施 

  (2)認定職業訓練関係者の研修事業の実施 

  (3)会員企業等が行う職業能力開発についての指導  等     

 



 

 

 

 

 

観 光 交 流 局 
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○観光交流課 

【事務分掌】 

・ 局内の連絡調整に関すること。 

・ 観光に係る総合企画及び調整に関すること。 

・ 県有観光施設の整備、管理に関すること。 

・ 観光誘客及び宣伝に関すること。 

・ 国際観光に関すること。 

・ 国際経済交流に関すること。 

・ 定住・二地域居住の促進に関すること。 

・ 本県出身等との交流に関すること。 

・ グリーン・ツーリズムに関すること。 

・ 旅行業法及び通訳案内士法に関すること。 

・ コンベンション誘致に関すること。 

・ 福島県産業交流館に関すること。 

・ (財)福島県観光物産交流協会に関すること（他課の所掌に属するものを除く）。 

 

【事業計画】 

１ 観光費 

事 業 名 
予算額 

(千円) 
内 容 

観光事業事務経費 

 

13,824 
（使用料・手

数料 458） 

１ 観光開発計画事務経費 

２ 観光統計調査事務費 

３ 旅行業等登録事務指導費 

４ 宣伝事業事務経費 

観光事業運営費 

 

2,497 
 

 

各種協議会事業に対する負担金等 

１ 観光団体育成事業事務費 

２ (社)日本観光協会事業 

３ 国際観光推進事業事務経費 

４ 福島県山岳遭難対策協議会事業 

  (1)遭難防止啓発のためのポスター･チラシの作成 

  (2)中高年安全登山指導者講習会への人員派遣  等 

観光施設管理事業 38,472 
（使用料・手

数料 

10,846） 

（寄附金 

1,500） 

（諸収入 

6,860） 

県有観光施設の管理経費 

１ 県有観光施設管理運営委託 

(1)委託先  (財)福島県観光物産交流協会 

(2)委託施設 浄土平レストハウス、浄土平公衆トイレ・浄化槽

施設（以上福島市）、天鏡閣、迎賓館、（以上猪苗

代町）、くろがね小屋（二本松市） 

２ 県有観光施設敷地等借上事業 

(1)施設名  浄土平レストハウスおよび関連施設 

      くろがね小屋および関連施設 

(2)相手先  環境省、福島森林管理署 

３ 浄土平集団施設地区運営協議会事業 

  浄土平集団施設地区運営協議会へ負担金を支出する。 

一般宣伝事業 5,000 
（繰入金 

5,000） 

広域観光宣伝を強化するためマスコミ等を活用した観光宣伝を

積極的に実施し、本県観光のイメージアップと一層の誘客促進を図

る。 
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・隣接地域観光宣伝事業 

 東日本 18 都道府県等に強力にイメージづけるテレビスポット

CM の委託等 

  

（一新）観光プロモー

ション全国展開ステ

ップアップ事業 

21,510 
（国庫 

4,231） 

県、市町村、民間で構成される「うつくしま観光プロモーション

事業」への負担金を拠出し、官民一体となって、広報宣伝、旅行会

社へのセールス活動等を実施するとともに、大河ドラマ「天地人」

の放映の好機を活用し、本県観光を情報発信し、誘客を促進する。

広域観光推進事業 15,470 
（繰入金 

15,470） 

・ 東北観光推進機構事業 

  本県の認知度の向上と観光客誘客の拡大を図るため、東北六県

と新潟県が連携し、民間と一体となって戦略的に国内外に「観光

東北」ブランドを発信し、新たな広域観光ルートの開発や東北全

体の認知度向上を図る東北観光推進機構に負担金を支出する。 

 

国際観光推進事業 3,751 １ 栃木・南東北国際観光テーマ地区推進協議会事業 

栃木、福島、宮城、山形の４県が共同で策定した「外客来訪促

進計画」に基づき、外国人観光客の誘致を促進することにより、

国際観光の推進を図るため、栃木・南東北国際観光推進協議会が

行う次の事業に対し負担金を支出する。 

(1)台北国際旅行博出展事業 

(2)「V」案内所職員研修事業  等   

２ 国際観光振興機構海外宣伝事業 

  （独）国際観光振興機構に対し、負担金を支出する。 

３ 北関東磐越五県広域観光推進協議会事業 

  福島、栃木、茨城、群馬、新潟の「五県知事会議」における合

意に基づき、外国人観光客の誘致をテーマとし、「産業観光」を

切り口とした韓国・中国からの外国人観光客の誘致を目的とした

事業に対して、負担金を支出する。 

国際教育旅行等誘致

強化事業 

5,633 
（繰入金 

5,633） 

福島空港の就航先を含む東アジア地域から修学旅行等を誘致す

るため、韓国・中国・台湾などの教育旅行関係者を招へいし、本県

の魅力の紹介と意見交換会等を実施する。 

また、教育旅行による交流受入学校に対して、交流経費の一部を

助成する。 

観光地さわやかトイ

レ普及事業 

39,738 
（諸収入 

39,738） 

本県観光地のイメージアップを図るため、市町村等からの委託に

より、（財）福島県観光物産交流協会が行う観光地の公衆トイレ整

備促進のため必要な資金の貸付を行う。 

 (1)貸付金の名称 うつくしま、ふくしま観光地さわやかトイ 

          レ普及事業資金貸付金  

 (2)貸付先    (財)福島県観光物産交流協会 

 (3)貸付利率   年利 1％ 

 (4)返済方法   単年度返済（年度末一括返済） 

 (5)貸付対象   協会が市町村等から受託して行う「さわやか

          トイレ建設受託事業」に係る経費 

空港ビル観光ＰＲコ

ーナー設置事業   

1,790 本県の空の玄関口である福島空港において、本県の観光を紹介す

るＰＲコーナーを設置する。 

 (1)名称 空港ビル観光ＰＲコーナー 

 (2)面積 13.00 ㎡ 

 (3)設備 ＤＶＤミニシアター、おしゃべりキビタン、県産品・

      観光パネルの展示コーナー、観光パンフレットコーナー
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（一新）首都圏等観光

客誘致促進事業 

50,238 
（繰入金 

29,904） 

本県観光の最大のマーケットである首都圏からの誘客を推進す

るため、首都圏内に本県の観光案内所を移転、設置し、ＰＲ活動等

の情報発信拠点として運営する。 

１ 東京観光案内所移転整備事業 

２ 東京観光案内所運営事業 

教育旅行誘致促進事

業 

                     

1,371 教育旅行は数少ない団体旅行であり全国で誘致競争が激化して

いる。このような中、学校現場では体験交流型の学習テーマが求め

られており、本県が持つ豊かな自然や多様な文化等を活用した体験

プログラムを積極的に情報提供することで教育旅行の誘致を促進

する。 

 ・教育旅行関係者へのメールマガジン発行や誘致キャラバン、

受入セミナーの実施 

ふくしまアクティブ

ツーリズム総合戦略

事業 

10,048 
（国庫 

9,044） 

テーマ性のある旅を体験できる着地型観光資源への支援、ＰＲ活

動を展開し、本県観光のブランド力強化、滞在型観光の推進と宿泊

者数増加を図る。 

１ 「ほんものの旅」商品化事業 

着地型観光商品に関る市町村・民間団体を対象とした研修会の

開催。 

２ 「ほんものの旅」営業ＰＲ事業 

様々なメディアにより本県の観光資源を広く PR。 

 (1)プレスツアー実施 

 (2)動画による HP 充実 

 (3)雑誌におけるペイドパブリシティ実施 

 (4)モニターツアー実施 

 (5)マスコミへの営業活動 

３ あったかふくしま観光交流大使活動推進事業 

県外に居住する本県ゆかりの方々に「あったかふくしま観光交

流大使」としてご就任いただき、それぞれの立場で本県の観光資

源をＰＲしていただく。 

福島空港利用外国人

誘客促進事業 

18,078 
（繰入金 

18,078） 

福島空港の国際定期便及び国際チャーター便の利活用による本

県への外国人観光誘客を促進するため、韓国・中語・台湾・香港を

対象国・地域とし、食や文化を含めた包括的な本県の観光魅力の PR

等による誘客を展開する。 

１ 「福島風情」魅力発信誘客促進事業（韓国・中国） 

  食・文化一体となった本県の新たな観光魅力である「福島風情」

による誘客拡大を図るため、招待事業やセールス活動等を行う。

 (1)「福島風情」理解促進招待事業 

 (2)「福島風情」PR 広報事業 

 (3)「福島風情」旅行商品開発支援事業 

２ 新市場誘客促進チャレンジ・プロジェクト（台湾・香港） 

  桜や紅葉、雪など四季の情景を含めた本県観光資源による誘客

促進を図るため、招待事業等を行う。 

 (1)エージェント招待事業 

(2)旅行商品定着化事業 

ふくしま型「旅育（た

びいく）」推進事業 

6,479 
（繰入金 

6,479） 

福島県観光誘客の特徴である小学生連れの家族旅行や教育旅行

をベースに、「旅育」による将来のリピーターの確保と二地域居住

者の増大を図る。 

１ 思い出づくり案内人事業 

  県内全域の素材を活用した「ほんものの思い出づくり」のサポ

ートと、教育旅行誘致を実施する学校・教育旅行エージェント側

の要求にワンストップで応じる「思い出づくり案内人」を設置す
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る。 

２ 「旅育」実施校おもてなし事業 

  県外からの実施校に対し、本県の宿泊・体験プログラム等受入

側からツーリズムガイド等を派遣し事前に福島県の魅力を紹介

する出前講座を実施する。 

  さらに、実施校との連携によりアフター通信を生徒一人一人と

その親へも生涯学習・二地域居住の機会づくりのため情報を伝達

させる。 

（財）福島県観光物産

交流協会事業 

82,019 本県の観光・物産振興の中核的な実施機関である（財）福島県

観光物産交流協会に対する事業等を補助し、本県の認知度を高

め、地域経済の持続的発展を実現していくためのリーディング産

業である観光及び物産の振興に一体的に取り組む。 

(1)特別事業補助金 

（財）福島県観光物産交流協会が、（社）日本観光協会とタ

イアップして実施する観光振興特別事業に対して補助する。 

(2)（財）福島県観光物産交流協会事業等補助事業 

（財）福島県観光物産交流協会に対する人件費及び管理費

を補助し、事業活動の充実を図る。 

（一新）福島空港誘客

促進対策事業 

24,385 
（国庫 

21,946） 

福島空港の国内就航先からの誘客を促進し、路線の維持拡大によ

り、更なる誘客へ結びつけるため、就航先における認知度向上策と

しての広報や、プロモーション活動を実施するとともに、誘客の鍵

となる旅行会社と連携しながら、旅行商品造成のための支援を行

う。 

（新）ふくしま観光海

外ブランド力強化事

業 

16,141 観光による地域経済の振興及び交流人口の拡大を図るため、福島

空港を有効活用しながら、海外向け本県 PR の強化や本県が競争力

を持つ分野における観光ブランド力の向上・強化に取り組み、本県

への海外誘客を促進する。 

１ 国際定期路線利用拡大事業 

  上海便とソウル便の認知度向上と利用促進を図るため、マスコ

ミの同行取材を含めたモニターツアーを実施する。 

 (1)上海便旅行商品定着支援事業 

 (2)ソウル便旅行商品定着支援事業 

２ 福島空港プログラムチャーター運航推進事業 

台湾、香港でのセールス活動（台湾は県幹部トップセールス）

及び誘客規模の大きいプログラムチャーターの運航に対する支

援を行う。 

 (1)プログラムチャーター運航促進事業 

(2)台湾・香港誘客促進事業 

 

２ 貿易振興費 

事業名 
予算額 

（千円） 
内 容 

福島県貿易促進協議

会関連事業 

36  本県における地域経済の国際化を推進するため、民官一体となっ

て設立された福島県貿易促進協議会に対する支援を行う。 

ジェトロ福島貿易情

報センター関連事業 

21,470 ジェトロ福島貿易情報センターに対する支援を行うとともに、職

員をジェトロ海外事務所に派遣し、国際経済の実務研修を行う。 

１ ジェトロ福島貿易情報センターへの負担金 

２ 国際経済の実務研修等のためジェトロへの職員派遣 

３ ジェトロ福島貿易情報センターとの連絡調整業務 
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上海拠点活用事業 

 

 

52,981 平成１６年７月に設置した県上海事務所を拠点に、以下の事業を

展開する。 

１ 上海拠点運営業務委託事業 

本県の上海拠点の運営業務を(財)福島県産業振興センターに

委託する。 

２ 経済交流アドバイザー等設置事業 

事務所設置、各種情報収集・発信、高度な通訳・翻訳、便宜供

与等の業務をサポートするための経済交流アドバイザー等を設

置する。 

３ 上海福島県人会支援事業 

福島県人会会員に対して、情報交換会を開催し、ネットワーク

づくりの支援を行う。 

４ 対日投資企業招致事業 

  国内展示会等に併せて、対日投資に関心の高い中国企業を招致

する。 

 

３ 地域振興費 

事業名 
予算額 

（千円） 
内 容 

ふるさと福島大交流

プロジェクト 

7,305 
（国庫 

6,574） 

本県出身者のふるさとへの郷愁、貢献意識やボランティア参加へ

の高まりを踏まえ、本県出身者等の協力を得て交流や定住・二地域

居住の更なる拡大を図る。 

１ ふるさと福島応援志隊事業 

２ ふるさと福島大交流フェア 

３ ふくしま定住・二地域居住ネクスト 2009 

（一新）ふくしま定

住・二地域居住推進戦

略事業 

30,318 
（国庫 

27,017） 

田舎暮らし志向の高い大都市の団塊世代や現役世代の住民を本

県での定住・二地域居住に誘導し、地域コミュニティの担い手の確

保等を図る。 

１ ふるさと福島情報発信拡充プロジェクト事業 

  田舎暮らし専門誌などによりＰＲを行う 

２ ふるさと福島定住・二地域居住体制整備事業 

  過疎・中山間地域において課題となっている不動産契約につい

て解決策を検討する 

３ ニューツーリズムを通したワーキングホリデー 

  現役世代に体験参加型旅の担い手体験をしてもらい、定住・二

地域居住に誘導する。 

 

４ 農業振興費（都市農村交流対策推進事業費） 

事業名 
予算額 

（千円） 
内 容 

ふくしまグリーン・ツ

ーリズム促進事業 

2,987 

 

滞在型グリーン・ツーリズムを一層推進するために、拠点とな

る農家民宿の組織化を推進し、お客様の受入に必要な窓口の設置

や体験プログラムの確保など受入体制整備を支援する。 

１ アドバンスト推進事業 

２ 農家民宿組織化モデル支援事業 

ふくしまグリーン・ツ

ーリズム推進事業 

1,034  グリーン・ツーリズムを一層推進するために、実践団体や関

係機関等を構成員とした推進会議を開催し、推進方策の検討や誘

客に向けた活動等を行う。 

１ グリーン・ツーリズム交流基盤確立推進事業 

２ 農家民宿開設支援利子補給事業 
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５ 産業高度化推進費 

事 業 名 
予算額 

(千円) 
内 容 

イベントづくり推進

事業                 

3,175 見本市・展示会、大会・会議等各種コンベンションの誘致に向け

た各種施策を展開し、ビッグパレットふくしまの利活用の促進を通

じ本県のコンベンションの振興に寄与する大会・会議等に対し、一

定の要件のもとに補助する。 

また、中小企業団体等が連携して、ビッグパレットふくしまにお

いてイベントを企画実施する場合に開催経費を補助する。 

 

産業交流館運営事業 81,510 
（使用料・手

数料 

5,551） 
（諸収入 

4,922） 

 

 

ビッグパレットふくしまの運営を指定管理者（(財)福島県産業振

興センター）に委託し、産業交流館の効率的な利活用を図る。 

 

 

６ いきいきふくしま｢知恵と工夫のプロジェクト｣ 

事 業 名 
予算額 

(千円) 
内 容 

天地人ホームページ

情報発信事業         

－  2009 年大河ドラマ「天地人」ゆかりの地福島のホームページを作

成し、観光ポータルサイトでの情報発信を図る。 

「ふくしまあったか

通信」定住・二地域居

住メルマガ配信事業 

－ 福島県への定住・二地域居住に関する情報や、福島県の観光・イ

ベント等に関する情報をメールマガジンにより提供する。 

「ふるさと・ふくしま

ＵＩターン」情報発信

事業 

－ 福島県への定住・二地域居住に取り組む受入団体や定住実践者と

のネットワークを生かして収集した情報を、ホームページにおいて

提供する。 
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○ 空港交流課 

【事務分掌】 

・ 空港利活用に係る企画及び調整に関すること。 

・ 航空路線の維持・拡充に関すること。 

・ 空港の国際化対策に関すること。 

・ 福島空港利用促進協議会に関すること。 

・ 航空物流の推進に関すること。 

 

【事業計画】 

１ 交通物流企画費 

事業名 
予算額 

（千円） 
内 容 

交通企画事務経費 3,204 １ 福島空港周辺整備推進事業経費 

２ 福島空港利活用対策事務経費 

(新)福島空港利活用

促進総合対策事業 

 

42,591 １ 「マイエアポート福島空港」利用促進連携事業 

    福島空港に対する県民意識の向上に資する事業を市町村や民

間団体等と連携を図りながら利用促進に取り組む。 

(1) 市町村等タイアップ事業 

    市町村等が福島空港を利用して実施するツアー等に対して経

費の一部を支援する。 

(2) にぎわいづくり事業 

    空港に親しむ機会を提供する「空の教室」や各種イベント等の

開催により、空港のにぎわいづくりに取り組む。 

２ 福島空港利用促進強化事業 

    ビジネス利用の定着化、新規就航に向けたＰＲ、航空貨物の新

たな輸出ルートの開拓等により、総合的な利用促進を図る。 

(1) 福島空港利用客定着化キャンペーン事業 

   ＡＮＡと連携して利用者へのEdyポイントの付与や利用企業の

ネットワーク化等に取り組み、ビジネス利用の定着化を図る。 

(2) 福島空港海外航空会社就航促進事業 

    福島空港への新規就航を促進するため、海外航空会社を訪問し

てＰＲを実施する。 

(3) 福島空港航空物流強化事業 

   新千歳空港経由で輸出する荷主企業や福島空港で輸入通関す

る運送事業者に対して、経費の一部を助成する。  

福島空港送客促進対

策事業 

40,308 
(国庫 

30,695) 

１ 送客促進広報事業 

  県内及び栃木県からの利用を促進するため、ＴＶでの広報を実

施する。 

２ 送客促進支援事業 

   旅行商品の企画造成に係る広報等の宣伝経費を支援する。 

３ 修学旅行支援事業 

    空港までのバス代の一部を支援するほか、国際定期路線を利用

する場合、必要経費の一部を支援する。 

４ 福島空港利用実態調査事業 

    空港利用者に対するアンケート調査を実施する。 

５ 利用促進活動事業 

   福島空港利用促進協議会への負担金等 

６ 沖縄県交流プログラム事業 

    うつくしま・ちゅらしま交流宣言に基づき、雪だるま親善大使
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を派遣する。 

福島空港国際線利用

促進事業 

10,342 
(国庫 

3,672 
繰入金 

6,103) 

１ CIQ 関係機関連携強化事業  

    国際線運航のための関係機関との調整を図る。 

２ 国際定期線利用促進事業 

    上海及びソウルミッションの実施 

３ 国際空港ＰＲ強化事業 

    ビジネスジェット就航に向けたＰＲ活動を実施する。 

４ 国際定期路線就航 10 周年記念事業 

国際線就航 10 周年を記念したツアーの造成支援やＰＲ活動を

実施する。 

 

福島空港路線維持拡

充事業 

60,325 
（繰入金 

38,428） 

福島空港の定期路線の維持・拡充を図るため、航空会社への働き

掛けや運航経費の支援を実施する。 

 

福島空港機能維持強

化支援事業 

 

94,500 

（諸収入 

90,000） 

福島空港の機能維持を図るため、福島空港ビル(株)等の安定的経

営に向けた支援を実施する。 
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○ 県産品振興戦略課 

【事務分掌】 

・ 県産品振興の総合企画及び調整に関すること。 

・ ふくしま産品のブランド化の推進に関すること。 

・ 県産品の流通促進に関すること。 

・ 地場産業及び伝統的工芸品産業の振興に関すること。 

・ 食品加工産業の振興に関すること。 

・ 県産品の海外販路開拓に関すること。 

・ 観光物産館に関すること。 

・ (財)福島県観光物産交流協会に関すること（物産振興に属することに限る）。 

【事業計画】 

１ 地域振興費 

事 業 名 
予算額 

（千円） 
内 容 

ふるさと産品振興事

業 

39,981 

(国庫 

37,438) 

 

県土の多様な地域資源を活用して生み出された「ふくしま・ふる

さと産品」の開発、振興による地域経済の活性化及び地域づくりを

推進するため、積極的な振興策を展開する。 

１ 産品開発・育成事業 

産品の開発や販路開拓・拡大等の経費の一部を助成する。 

(1)新商品開発・販路開拓事業 

(2)伝統的工芸品産業振興支援事業 

２ （新）産品普及・販路拡大事業 

県外での県産品の販路拡大を図るための事業や、県内各地での

フェア・イベントへの参加、特産品コンクールの実施等を行う。

 (1)首都圏販路拡大商談会開催事業 

 (2)大型食品展示会等活用事業 

(3)北海道ふくしま観光と物産フェア開催事業 

(4)（新）県産品出前ＰＲ事業 

(5)（新）県産品中国市場販路開拓支援事業 

(6)ＰＲガイドブック作成事業 

(7)ふるさと産品フェア出展事業 

(8)ふくしま特産品コンクール開催等事業 

(9)県産品等展示ＰＲ事業 

３ 情報収集・提供事業 

ホームページを活用し、県産品をＰＲする。 

 

２ 物産振興費 

事 業 名 
予算額 

(千円) 
内 容 

県産品販路開拓戦略

事業 

23,361 
（繰入金 

22,813） 

首都圏、さらには急速に成長する東アジア市場に向け、県産品の

販路開拓・拡大を図るため、戦略的に事業を展開する。 

１ 外食・中食等販路開拓キャンペーン事業 

  首都圏で多店舗展開する飲食店において、県産食材を使用した

メニューを提供するフェアを開催する。 

２ 県産品首都圏販路開拓支援事業 

  (財)福島県観光物産交流協会が首都圏の百貨店や量販店等に

対して行う、県産品の売り込み、商談を支援する。 
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３ 県産品輸出促進体制整備事業 

  県内企業、生産者、関係団体等で構成する福島県貿易促進協議

会に海外販路開拓専門員を配置し、東アジア地域等への県産品の

輸出促進を支援する。 

県産品プロモーショ

ン事業 

2,820 
（繰入金 

2,820） 

ふくしま産品の中から厳選したブランド認証産品の知名度、ブラ

ンド力を高めるため、雑誌の特集記事等によるブランドマークやブ

ランド認証産品の紹介、売り込みなど、各種メディアを活用したプ

ロモーションを行う。 

ブランド化戦略事業 1,927 １ ブランド認証制度運営事業 

  本県の「誇り」ともいうべき選りすぐりのブランド認証産品を

厳選・認証するため、福島県ブランド認証制度委員会を開催する。

２ ブランド認証産品選考会開催事業 

  ブランド認証産品（日本酒、みそ）を選考するため、選考鑑評

会を開催する。 

首都圏アンテナショ

ップ事業 

 

19,189 

 

 

 首都圏の大型量販店内に開設した「ふくしま市場」において、本

県の優れた産品を積極的に販売促進するとともに、県産品情報の発

信、消費者ニーズの把握、各種キャンペーンの開催等を行う。 

１ 首都圏アンテナショップ販売促進事業 

アンテナショップの賑わいを創出し、県産品の認知度向上を図

るとともに、新たな顧客を獲得するため、年間を通じて、農産物

をはじめとする県産品の販売促進キャンペーンを実施する。 

２ 首都圏アンテナショップ運営事業 

首都圏における県産品の情報発信・販売拠点としての「ふくし

ま市場」の運営管理を行う。 

東アジア地域販路拡

大事業 

 

2,058  発展著しい東アジア地域市場への県産品の販路開拓・拡大を図る

ため、香港の百貨店等の常設店舗内において、県産品の試食・試飲

や売り込み等のプロモーション活動などを行う。 

物産展開催事業 3,572 
（繰入金 

3,572） 

県産品の販路拡大のため、東京都内（渋谷）において物産展を開

催し、優れた県産品の紹介、ＰＲを行う。 

物産館事業 19,763 本県物産を常設展示している「観光物産館」の適切な管理運営と

事業展開により、本県の優良産品を広く紹介・宣伝し、販路の拡大

を図る。 

１ 福島県観光物産館管理運営業務事業 

２ 福島県観光物産館管理事務事業 

 



本書に関するご意見やご提案は下記までお願いします。

〒９６０－８６７０ 福島市杉妻町２番１６号

福島県商工労働部商工労働総室商工総務課

（電話番号）０２４－５２１－７２７０

（ＦＡＸ番号）０２４－５２１－７９３０

e syokosomu@pref.fukushima.jp（ メール）
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